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Ｉ．現状と課題 

 

1 組織説明 

1.1 概要 

1.1.1 情報学環組織と学際情報学府組織 

東京大学大学院情報学環・学際情報学府は、従来の研究科とは異なる形態の大学院組織として、2000
年 4 月に設置された。この大学院組織は、研究組織（教員が所属）である情報学環と教育組織（学生

が所属）である学際情報学府という 2 つの対をなす機構によって構成されている。大学院の組織モデ

ルとして、研究科が研究と教育の統合モデルであるのに対して、学環・学府は分離モデルだといえる。

従来の研究科が専門深化と恒常性を基本的な特質とするのに対して、この大学院組織は、全学にわた

る情報関連の諸領域をネットワーク的に連携させる横型の組織として設置され、情報学分野の総合的

な教育研究を先端的かつダイナミックに推進するのに適した形態として考え出された。

その基本的特徴は、組織構成員の流動性と全学的連携、及び研究組織である情報学環と教育組織で

ある学際情報学府の両立という点にある。すなわち、研究組織である「情報学環」は、固有の基幹教

員と、学内既存の研究科・研究所等から 3 年ないし 7 年の期間をもって情報学環に教員枠及び身分を

異動する多数の流動教員によって構成されている。ここでは、多数の分野横断的なプロジェクト研究

を柱に据え、文系理系の区別を越えた情報分野の学融合を目指している。教育組織である「学際情報

学府」における大学院学生に対する研究指導は、情報学環の基幹教員と流動教員が行うが、授業科目

の担当は、これらの教員以外に他研究科・研究所等に所属する教員にも委嘱する。また、副指導教員

制や副専攻制度の積極的な運用を図ることによって、情報関連の広範な学問分野を覆う幅広い学際的

教育を目指している。

研究組織である大学院情報学環は、学際情報学圏と社会情報学圏という 2 つの学圏から構成されて

いる。それぞれの学圏は、次のようにいずれも 5 つの学域からなっている。

大学院 情報学環

■学際情報学圏   ■社会情報学圏

情報生命・思想学域 ジャーナリズム・メディア学域

情報システム・言語学域   情報行動・機能学域

情報表現・造形学域 情報法・政策学域

情報環境・認知学域 情報経済・産業学域

情報社会・制度学域 情報文化・歴史学域
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■■新領域創成科学研究科

新領域創成科学研究科は、東京大学の既存部局の全学的協力のもとに 1998 年に新設された大学院

（独立研究科）で、一期生の受入れが 1999 年 4 月に始まった。学部を持たない独立大学院である点

で情報学環・学際情報学府と共通しているが、統合モデルの研究科である点で情報学環・学際情報学

府と違っている。新領域創成科学研究科は、既存の個別学問分野から派生する未開拓の領域を研究・

教育の対象とし、既存の様々な学問を融合することによって、新たな学問領域を創成するという使命

を持って設立された。「学融合」を基本理念としている。組織としては、基盤科学研究系、先端生命科

学研究系、環境学研究系の 3 研究系体制でスタートし、その後、2003 年度に情報生命科学専攻、2004
年度にメディカルゲノム専攻、そして 2005 年度に生涯スポーツ健康科学研究センターを新設した。

現在では、3 研究系体制で、8 専攻、1 研究センターを有し、12 の専攻・コースで約 200 名の教員、

1,300 名余の大学院生を擁する研究科となっている。

■公共政策大学院

公共政策大学院は、東京大学法学政治学研究科と経済学研究科によって 2004年 4月に設立された、

公務員をはじめとする政策の形成、実施、評価の専門家を養成する大学院修士課程(専門職学位課程)
である。「東京大学公共政策大学院」は通称で、「研究科以外の教育研究上の基本となる組織」として

分離モデルをとり、法学政治学研究科と経済学研究科が連携して設立する教育組織である「公共政策

学教育部」と研究組織である「公共政策学連携研究部」から成っている。特色としては、法学部、経

済学部の教授陣によって、政策立案、実施、評価能力の基礎となるレベルの高い法律学、政治学、経

済学についての教育が行われ、同時に実務家教員による授業を含め、内外の具体的なケースを素材と

した事例研究による実践的教育の重視がされていることである。定員は 1 学年 100 名。学位は公共政

策学修士（専門職）。

■工学系研究科

工学系研究科は歴史も古く、規模も大きい研究科であり、学部教育の工学部組織を持っている。そ

のポリシーは次のようにまとめられている。「工学の教育に携わる私たちは、科学技術の持つこのよう

な多面性を理解し、その影響の及ぶ範囲に思いをいたし、全ての人間がより実りの多い生きがいのあ

る営みを実現できるように努めます。科学技術の未来を支えるに足る工学の基礎とともに、技術の社

会における位置や意味を教育し、幅広い視野と見識、国際感覚を身につけた高度な人材を養成します。

研究面では、基礎的な研究を重視すると同時に、既成の工学の枠組みを取り払い、新しい地平を開拓

する取り組みを積極的に推進します。」大変広範な工学の領域を対象とし、19 専攻、教職員約 1,100
名を擁する。学生数は学部学生が約 2,000 名、大学院修士課程が約 1,900 名、博士課程が約 1,000 名。

■人文社会学系研究科

人文社会学系研究科は伝統のある文学部を基礎とする大学院である。文学部には 4 学科、26 専修課

程があり、人文社会学系研究科は 7 つの研究専攻から成る。旧社会情報研究所は情報学環との組織統
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経費区分 (単位：千円) 

 024,8 料水熱光

 621,3 費搬運信通

建物保守料/業務委託料 9,099 

非常勤職員人件費（事務） 4,457 

非常勤職員人件費（教育教育） 24030 

 459,1 費通交費旅

事務/教育研究一般用経費 41,630 

 360,12 費究研員教

 367,9 費書図

 473,6 費刷印版出

社会情報資料センター経費 11,275 

予備費（シンポジウム経費） 6,478 

 小計 147,669 

流動教員分 64,114 

総計 211,783 

 762,51 費経量裁長局部

表 1.4.1 平成１８年度実績（運営費交付金） 

外部資金の収入内訳は、表 1.4.2 のとおりである。ここに計上しているのは、外部資金関係間接経

費（学環分）を除いては、直接、研究教育に充当される資金の金額となっている。外部資金のうち、

大学本部及び流動元部局の間接経費となる金額については計上していない。なお、外部資金について

も、流動教員の外部資金に係る間接経費は流動元の部局に移され、大学院情報学環では計上されない

点は同じである。
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区分 金額 

寄附講座 000,04 *

寄附金 962,53 *

科学研究費補助金 159,505

受託研究費 004,963 

共同研究費 589,01 *

科学振興調整費* 99,998

COE拠点形成 081,771 

間接経費（学環分） 19,415

外部資金合計 257,119 

*:一部に間接経費および実

質的な間接経費を含む

（単位：千円）

表 1.4.2 外部資金の収入内訳 

大学運営費交付金が毎年度削減される一方で、学際的な情報学に対する研究及び教育ニーズが引き

続き高いことを踏まえると、外部資金の積極的な獲得は極めて重要である。定常的な研究・教育のた

めの資金であっても例外とは言えず、特に新たな資金を必要とする場合には外部資金の確保は不可欠

となっている。また、外部資金は基本的に時限的という性格を有していることを踏まえると、現在進

行中の研究等のプロジェクトで確実に成果をあげるにとどまらず、時代を先取りした研究及び教育テ

ーマを設定していけるように、資金的なリソース配分についても常に見直しを行い、フィードフォワ

ード的な対応を取っていくことが課題となる。



������� ��

1

2 2006 4
3

2

3 1

2006

(1)
(2)



���������

(3)

4
4

21

4 2
4

24 2 7 14
1 20 9

(1)
(2)



������� ��

17 18 4

18 21
9 12 18 9 9 23 11 10

2 7 5 2 2 1 1 9
80 1 90 1 40 300

1.4

2004
2006



���������

21
COE

2006 3

2006 9

10 11

2006

11 11

2000 LAN
LAN UTnet

WWW



������� ��

と管理が要請されてきた。しかし、これを専門に担当する委員会は当初は存在せず、部局ウェブペー

ジのコンテンツ管理等も含め、「HP・ネットワーク担当」の数名の助教授および助手が任に当たって

いた。2002 年 6 月になって、情報学環の広報及び情報システム等に関する事項の審議のため、「広報・

情報委員会」が設置された。さらに、2004 年 4 月の社会情報研究所との組織合併に際して機能分化

が図られ、部局ウェブページのコンテンツ管理に当たる「企画広報委員会ホームページ担当」ととも

に本委員会が設置された。本委員会は、2002 年 11 月に設置された情報倫理審査会が行う調査・審査

等をも除き、インフラ等、部局の情報ネットワークに関して残る部分を全般的に担当している。

2005 年 4 月に定めた本委員会の課題と目標は以下のとおりである。情報学環・学際情報学府の情

報ネットワーク全般に関する情報を集約し、提供するとともに、関係各所との責任分担を明確にし、

直轄部分については適切な対処を迅速にかつ正当に行えるよう、規則整備を含め、ガヴァナンスの体

制を確立し、運用する。その際、利用者の利益および意見の尊重と、内外におけるアカウンタビリテ

ィの確保に努める。

2005 年度に委員会活動が本格化し、情報ネットワーク運営管理体制の明確化・強化、基幹ネットワ

ークの更新・整備、サーバ室の環境改善、基幹サーバの更新などを行ったことを受け、2006 年度は日

常的管理・運営活動に加えて、特に以下の課題に取り組んだ。

・必要諸規則の整備

従来まったく欠けていた、学環・学府の情報ネットワークに関するガヴァナンスの根拠となるべき諸

規則の整備に取り組んだ結果、

* 情報学環情報ネットワーク委員会設置に関する内規（の改正）

* 情報学環情報ネットワークシステムの運用に関する内規

* 情報学環基幹サーバ室の運営管理に関する内規

が 2006 年 12 月の教授会で承認され、成立した。

・iii-PKI(Public Key Infrastructure)構築

教員・学生の所在が分散している情報学環・学際情報学府では、ネットワーク経由で安全に連絡を

とったり情報共有したりできる環境の整備が課題となっていた。その基礎として、公開鍵認証基盤

（PKI）を構築し、個人認証や電子メールの署名・暗号化に用いることを目指した実験や調査を 2005
年度から行ってきたところ、2006 年夏に東京大学情報基盤センターPKI プロジェクトと協力体制が

でき、11 月には同プロジェクトの UT-CA（認証局）の一翼を担う部局 RA（登録局）が事務部総務係

に発足して電子証明書の発行体制が整った。さらに、電子証明書を格納する物理的媒体として、同プ

ロジェクトの IC カードに加えて MacOS 対応等に優れた USB トークンを独自に導入するとともに、

それらと連動してコンピュータ内に保存するファイルを容易に暗号化して保護するソフトも試験導入

し、安全かつ分かりやすい電子証明書利用環境の整備に努めた。

2007 年度には、情報ネットワークの基盤整備、運営管理改善を継続するほか、PKI の利活用を広

げるとともに、セキュリティ対策の向上に努める予定である。
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使いながら授業を聞いている。

配信年 講義名 授業者

2002 自然言語処理論 辻井 潤一

コミュニケーション・システム 原島 博

メディア表現論 水越伸

情報政策論 浜田純一

学際情報学概論 各教官

2003 情報リテラシー論 山内 祐平

情報記号論 石田 英敬

情報進化論 佐倉 統

シミュレーション・システム 荒川 忠一

2004 学際情報学概論 各教官

文化・人間情報学基礎 水越伸・山内祐平

医療福祉情報学 山本 隆一

社会情報システム 松浦幹太

2005 学際情報学概論 各教官

ネットワーク経済論 II 田中秀幸

学際理数情報学概論 VI 鈴木高宏

表 2-3-1：iii onlineで閲覧可能な授業の一覧 

ゲスト向けサービスでは、著作権処理ができていないもの、学生の発表など授業に影響がでると考

えられるもの、教員が公開しない方がよいと判断したものをのぞいてすべての授業映像を見ることが

できる。
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を修了した者の 6 割以上が就職することになる。一般に、理系では修士修了後に就職をするケースが

多く、文系では博士課程に進学するケースが多いが、文理相互浸透の大学院組織である学際情報学府

は、ちょうどその中間的な割合を示しているといえる。修士修了者の就職先は別表の通りであり（別

表 修士修了者の進路状況）、シンクタンク、マスコミ、情報通信およびコンピュータ関連企業、出版

社など知識集約型の企業への就職が多数を占めているところが特徴的である。

 

2.7 学際情報学府以外の教育活動 
大学院情報学環では、大学院教育組織である学際情報学府と密接に連携しながら、コンテンツ創造、

教育部及びベネッセ寄附講座でも教育活動を行っている。

  

2.7.1 教育部 

教育部では、大学 2 年次以上の在学者及び大学卒業者の中から、将来、新聞、放送、出版などジャ

ーナリズムの諸分野で活動することを志す者、あるいはマス・メディア、コミュニケーション及び社

会情報現象、さらには学際的な情報学の学問的研究に関心を持っている者を毎年５０名程度研究生と

して受け入れ、一定のカリキュラムのもとに、修業年限 3 年で基礎的な専門教育を実施し、修了に必

要な単位を修得した者には修了証書を授与している。

この種の専門教育は、他大学では、独立の学部・学科を設けている例が少なくない。しかし、本学

では、上述の希望をもつ学生諸君は、それぞれの所属する学部・学科で、各自の専攻する学問分野の

専門知識を修得するとともに、これと並行して情報に関する基礎的素養を身につけることが望ましい

との考えから、本学環に課外授業のかたちで教育部研究生制度が設けられている。そのため、研究生

に対する講義は、各学部や大学院の講義時間とできるだけ重ならないようにするため、夕刻から夜間

にかけて開講される（15:15-16:55、17:05-18:45、18:55-20:35 の３限）。

主な授業科目には、社会情報学基礎Ⅰ～Ⅸ、文化・人間情報学基礎Ⅰ～Ⅸ、学際理数情報学基礎Ａ

～Ｉ、実践メディア産業論Ⅰ～Ⅸ、実践情報社会論Ⅰ～Ⅲ、特別演習Ⅰ～Ⅲ、特別講義Ⅰ～Ⅲ、自主

学習、などがあり、原則として全ての科目が毎年開講されることとなっている。

教育部に在籍した研究生の進路は、相当数がジャーナリズム関係の職業を選んでいるほか、一般の

会社官庁関係に就職する者も多く、また大学院進学により教育研究職を目指す者も少なくない。

参考として平成 18 年度開講科目を以下に示す。
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（夏学期）

４限 15:15～16:55 ５限 17:05～18:45 ６限 18:55～20:35

月 学際理数情報学基礎Ａ
文化・人間学基礎Ⅲ

(情報教育論）

火

水
文化・人間学基礎Ⅰ

(メディア文化論）

文化・人間学基礎Ⅱ

(生命科学と情報）

実践メディア産業論Ⅰ

(新聞論）

木
実践メディア産業論Ⅲ

(広告論）

金
実践メディア産業論Ⅱ

(放送論）

（冬学期）

４限 15:15～16:55 ５限 17:05～18:45 ６限 18:55～20:35

月
社会情報学基礎Ⅲ

(世論研究概論）

実践情報社会論

(ゲームコンテンツ論）

火
社会情報学基礎Ⅱ

(情報経済論）
特別演習Ⅰ

水
学際理数情報学基礎Ｂ

木

社会情報学基礎Ⅰ

(情報コミュニケーション

論）

金

なお、2001 年から 2006 年までの教育部志願者数、受験者数、合格者数については巻末参考資料を

参照していただきたい。

2.7.2 コンテンツ創造科学産学連携教育プログラム 

コンテンツ創造科学の目的 

欧米諸国ではコンテンツは文化資源としてだけでなく経済資源としても重視され、２０世紀初頭か

ら国家戦略としてこの分野の人材育成が実施されていた。２１世紀に入り、アジア諸国でも成長分野

としてのコンテンツ産業振興を国家目標と掲げるなどして人材育成に注力している例も数多い。これ

らの国が高等教育機関から専門学校まで幅広い人材を育成しているのに対し、わが国では専門学校に
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おけるクリエーター育成がほとんどであった。その結果、比較的に国際競争力を持っていたわが国の

アニメーションとゲームも、人材育成に力を入れている他の国々に激しく追い上げられている。この

ような世界状況の中で、先端的デジタル技術の知識を有し、国際競争力を持つ創造的コンテンツを制

作し流通させる修士レベルの人材育成はわが国にとって急務である。

特に、デジタルコンテンツ分野においては、近年の情報技術の革新と連動して、作品制作における

技術の比重が以前に比べて格段に高くなってきている。このため、製作者・監督者の両者にいおいて、

通常のコンテンツ制作における知識のみならず技術に通暁することが強く求められてきている。また、

同時に、新たな表現技術の研究開発を担う技術者の側においても、作品製作の現場における諸事情に

通暁し、技術開発と作品制作の間の架け橋となることが求められている。これらの状況を総合的に評

価した結果、人材養成の対象としては大きく①プロデューサー、②技術開発者の２者を掲げてはいる

が、その間に広がる広範なスペクトルを抱合する人材層を養成することを想定している。その結果と

して得られる、従来にない種類の人材は、日本のコンテンツ産業の水準の牽引と国際競争力の強化に

大きく寄与するものと考えている。

特に、人材養成の推進により、高次の知識を有する専門家を体系的に産業界に供給することを可能

とし、従来は希薄であったコンテンツ産業界と高等教育機関、さらには学会との連携の強化が実現さ

れる。同時に、これらの人材育成を行う際の教育プログラムの規範を提供できる。来日してアニメー

ションやゲームについて学ぶことを希望する者が多いため、海外から優れた人材が集結する国際的拠

点の形成に発展しうるだろう。

  

養成の対象となる人材 

本教育プログラムでは、３種の人材の養成を目的としている。各々の人材養成において想定する到

達レベルは以下のようになっている。

プロデューサー： 先端技術と国際的なコンテンツビジネスの高度な専門知識を有し、実社会で研究

成果を活用できる人材。

指導的教育者 ： デジタルコンテンツ創造に関する高度な人材育成プログラムを構築できる教育者

技術開発者  ： 表現手法に詳しく、エンターテインメント技術の研究開発をクリエーターと共に

行える技術開発者。
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人材養成における手法の独自性に関して 

 

「わが国に欠落している人材の養成：プロデューサー」 

国際競争力があるわが国のコンテンツが国際市場から評価に見合った経済的報償を得る機会を逃し

ていることが少なくないのは、国際的なビジネス・スキームを組めないためである。本プログラムで

は、国際的ビジネスの知見と、先端的な技術に関する知見をもったプロデューサーを養成することで、

日本のコンテンツ産業の国際競争力を強化する。

「わが国に欠落している人材の養成：指導的教育者」 

わが国にはクリエーター養成機関が多数存在するが、教育者そのものを育成する機関が存在しない

ため、教育も経験による属人的なものになっているのが実状である。そのため、本分野では教育者が

絶対的に不足している。本プログラムでは、コンテンツ創造の人材育成で指導的な立場にたつ教育者

を育成することで、日本における教育水準を向上させる。

 

「わが国に欠落している人材の養成：技術開発者」 

国際競争力をもっていたわが国のアニメーションやゲームが守勢にあるのも、制作技術の開発の立

ち後れに原因がある。コンテンツ産業の知見を有した先端的エンターテインメント技術を研究開発で

きる技術開発者の育成が急務である。

  

「自然科学と人文・社会科学との融合」 

東京大学では早くからデジタルコンテンツ創造に関する教育プログラムの実現に向けて検討を重ね、

産業界の協力を得て「コンテンツビジネス概論」、「メディアビジネス概論」（共に浜野保樹）、「ゲーム

デザイン＆エンジニア論」（馬場章）などの講義を実施し、『表現のビジネス：コンテンツ制作論』（浜

野保樹著）、『ＣＧ入門』（河口洋一郎著）、『記憶のゆくたて：デジタル・アーカイヴの文化経済』（武

邑光裕著）などの教科書を作成した。また、コンテンツ創造の競争力を向上させるためには、自然科

学と人文・社会科学との融合が不可欠であることを考慮すると、人材養成機関には先端的研究の裏づ

けが必須である。東京大学では、コンテンツ創造に活用できる映像処理技術やバーチャルリアリティ

ー技術やアーカイブ技術など、多くの技術開発を行い、技術者養成で実績がある。

 

「高等教育機関と産業界との連携」 

スタジオジブリには「東小金井村塾」、プロダクションＩＧには押井守氏よる「押井塾」などがあり、

自主的な人材育成が既に実施されている。その成果が『千と千尋の神隠し』や『攻殻機動隊』の国際

的成功につながっている。コンテンツ分野では、実践現場における知識が重要であるため、このよう

な試みで既に成果をあげている専門家と連携し、広範に教育を行うことで、より実践的な人材育成が

行える。また、コンテンツ産業は東京に集中するため、産業界の協力を得て継続的に先端的人材育成

を行うためには東京に立地している必要がある。 
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「人材養成のモデル」 

国際的な成功を収めたコンテンツ業界の経験知と、東京大学の技術者教育の経験を科学的に融合さ

せ、体系的に整理した本プログラムのカリキュラムは、コンテンツ人材の育成モデルとなる。

 

「非ハリウッド型人材育成」 

コンテンツ人材養成はハリウッドの手法を流用することが多いが、ハリウッド・モデルは表現の多

様性を阻害する方向に向かうことが多い。本プロジェクトでは表現の多様を担保するわが国のコンテ

ンツ産業が培ってきた技法やモデルに準拠しつつ、国際的に通用する実務知識を有する人材育成を行

う。

 

国内外の類似事例との対比 

国内 

わが国におけるこの分野の人材育成は、専門学校によるクリエーター育成が中心である。プロデュ

ーサー養成としては教育特区構想の一環としてデジタルハリウッドが、株式会社の専門職大学院とし

てあげられるが、Ｗｅｂなどの小規模作品制作のプロデューサーとディレクターの育成が主眼である。

大学としてデジタルコンテンツの関連学科を持つのは、東京工芸大学芸術学部アニメーション学科や

大阪電気通信大学情報工学部デジタルゲーム学科などであるが、やはりクリエーター養成が目的であ

る。

関連大学院として、東京大学情報学環と東京大学新領域創成科学研究科メディア環境学分野が内容

的に最も近く、両者ともにプロデューサー養成を目的の一つとしている。これらの知見が活かされ、

産業界との連携において拡張したものが本教育プログラムである。

その他、本学におけるメディアコンテンツに関する学部教育として、平成１８年度冬学期より学部

横断型教育プログラムが開始された。また、東京藝術大学、九州大学、立命館大学、慶応義塾大学、

早稲田大学においても、本分野に力を入れてきている。

国外 

海外では Film School と呼ばれる映画大学でデジタルコンテンツの教育が行われている事例が多く、

先進諸国では、フェミス（仏）、ＢＦＩ（英）、ＳＦＩ（スエーデン）、北京映画学院（中国）、北京広

播学院動画学院（中国）、国立芸術学院映画演劇学科（台湾）といった国立の映画大学が存在する。米

国でも政府の連邦政府資金が入った大学院大学ＡＦＩが存在する。先進諸国で国立の映画学校をもた

ないのはわが国のみである。

しかし、これらはクリエーター養成機関であって、デジタルコンテンツのプロデューサー育成を行

っているのは、米国のエンターテインメントに関するＭＢＡコースである。これらと技術に関する研

究開発を併せ持つ機関は、南カリフォルニア大学（ＵＳＣ）だけである。既にＵＳＣ映画・テレビ学

部長とも包括的な情報交換を定期的に行うことで合意しているが、ＵＳＣはあくまでもハリウッド・
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モデルを前提としたものであり、本教育プログラムは日本型モデルを志向している点で大きく異なる。

コンテンツ教育の実施 

本教育プログラムでは、東京大学の修士課程在籍者あるいはそれと同等以上の学力水準を持つ者を

対象として、毎年４０名程度を目標に選抜試験を実施している。平成１８年度は８２名の応募者のう

ち３３名を履修生として認定、平成１６年度、１７年度に認定した履修生とあわせて９７名に対し授

業を実施した。

我々は、マネージメント能力と工学的知見を兼ね備えた人材の養成を目指している。そのため、コ

ンテンツ分野間でのバランスを保持した履修を促すために、カリキュラムを構成する科目群は、習得

すべき知識・スキルに基づき４つの科目群に分けられている。さらに、被養成者自らが描くキャリア

プランに合わせた柔軟な履修選択ができるよう、講義の選択に一定の幅を設けた。科目群とその履修

における制約は以下の通りである。

(1) デジタルコンテンツ創造科学講義は、デジタルコンテンツ創造のための基礎理論や基礎知識に関

する授業を主として講義形式で行うものであり、３科目（６単位）以上を履修する。

(2) エンタテインメントテクノロジー研究は、デジタルコンテンツ創造のための科学的先端技術に関

する授業を講義あるいは演習形式で行うもので、２科目（４単位）以上を履修する。

(3) デジタルコンテンツ創造科学特論は、コンテンツタイプごとに作品批評や製作現場における実践

的な問題に関する授業を講義あるいは演習形式で行うもので、２科目（４単位）以上を履修する。

(4) デジタルコンテンツ創造科学演習は、産業界におけるインターンシップあるいは学内で製作・マ

ーケティングシミュレーションや研究指導（論文作成）を行うもので１科目（６単位）を履修す

る。

「デジタルコンテンツ創造科学講義」、「エンタテインメントテクノロジー研究」では、コンテンツ

製作におけるマネージメントや技術に関する知識を習得し、「デジタルコンテンツ創造科学特論」では

表現様式ごとに固有な知識やスキルを習得することを目的としている。そして、「デジタルコンテンツ

創造科学演習」では、上記の授業で習得した知識・スキルをインターンシップや製作・マーケティン

グシミュレーションなどの実践的演習を通して内在化することを目的としている。なお、本教育プロ

グラムでは、大学院情報学環の他、大学院新領域創造科学研究科、大学院情報理工学系研究科、大学

院人文社会系研究科、工学系研究科、国際・産学共同研究センター、先端科学技術研究センターに所

属する教員、ならびに、産業界から国際的な業績をあげている専門家の協力を得て被養成者の選考、

授業の実施およびカリキュラム開発を実施している。また、企業からはインターンシップの受入を通

した協力も得ている。
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参考として平成１８年度開講科目を以下に示す。

 件要了修 位単 限時・日曜 期学 名ルトイタ・名目科 分区目科

 ２ ４・水 夏 論理作制ツンテンコ

 ２ ５・月 夏 論術技作制ツンテンコ

 ２ ６・木 冬 務法ツンテンコ

 ２ ６・水 夏 務財ツンテンコ

デジタル 

コ ン テ ン ツ

創造科学 

講義 

 ２ ６・水 冬 史化文ツンテンコ

３科目 

（６単位）以

上 

コンピュータグラフィックス 夏 木・２ ２ 

 ２ １・木 夏 ンイザデツンテンコ

 ２ ３・木 夏 理処像映ルタジデ

 ２ ３・木 夏 理心覚知ツンテンコ

 ２ ６・火）週隔（年通 スーュデロプ展作制

インターフェースデザイン 夏 水・５ ２ 

エ ン タ テ イ

ンメントテク

ノ ロ ジ ー 研

究 

先端科学技術と芸術表現 冬 水・２ ２ 

２科目 

（４単位）以

上 

 ６ 時随 年通 プッシンータンイ

製作・マーケティングシミュレーション： 

ゲームプロデュースゼミ 

通年 火・６・７ ６ 

製作・マーケティングシミュレーション： 

アニメ・映像企画ゼミ 

通年 火・５ ６ 

製作・マーケティングシミュレーション： 

検索技術と情報ビジネスゼミ 

通年 集中 ６ 

デジタル 

コ ン テ ン ツ

創造科学 

演習 

 ６ 時随 年通 成作文論

１科目 

（６単位） 

 ２ ５・水・冬／５・木・夏）週隔（年通 究研品作

アニメーション制作の理論と実践 通年（隔週） 夏・木・５／冬・水・５ ２ 

ゲームプロデューサー論（a） 夏 月・６ ２ 

ゲームプロデューサー論（b） 冬 月・６ ２ 

 ２ ４・土 冬 論業産画映

デジタル 

コ ン テ ン ツ

創造科学 

特論 

 ２ ５・木 冬 アィデメルタジデ

２科目 

（４単位）以

上 

 位単０２ ）数位単総な要必に了修（数位単件要了修

 

修了者の認定 

修了認定は、各科目群の必要単位数を満たし、かつ、その合計が２０単位以上の被養成者を対象に

行われる。平成１９年３月３日に行なわれた修了判定会議では、被養成者の取得単位数および履修状

況などから総合的に判断した結果、平成１８年度修了者として２６名が認定された。なお、平成１７

年度修了者１２名とあわせると、３８名の修了者がゲーム開発企業、アニメーション製作企業、放送
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局、広告代理店などのコンテンツ業界に就職、あるいは本学に引き続き在籍し、技術開発者あるいは

教育的指導者となるべく研究活動に従事している。

2.7.3 ベネッセ先端教育技術学講座（寄附講座） 

ベネッセ先端教育技術学講座（3.2.2 を参照）では、教育活動として以下の 2 点に力を入れている。

 

・学際情報学府の教育活動との有機的連携 

Beat で行われている研究プロジェクトに対する学際情報学府の大学院生の参加を奨励し、研究プロ

ジェクトがそのままプロジェクト学習の基盤になるような工夫をしている。(Monogatari, おやこ de
サイエンスなど、全プロジェクトに大学院生が関与している。)その中で特に研究プロジェクトに関心

を持った学生については、研究プロジェクトの中で修士研究を行うなどの配慮をすることにより、先

端教育技術に関する教育活動の拠点になっている。

 

・公開講座による社会還元的教育活動 

一般社会に対して、先端教育技術に関する知見やノウハウの教育活動を行うため、月 1 回のペース

で公開研究会 beat セミナーを開催している。昨年度開催された公開研究会は、以下の通りである。

第 1 回：デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノロジー

ミミ号の航海と合衆国マルチメディア教材の系譜

2005 年 4 月 2 日開催

第 2 回：デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノロジー

「人と森林」「マルチメディア人体」

2005 年 5 月 7 日開催

第 3 回：デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノロジー

インタラクティブ学習環境「Logo」
2005 年 6 月 11 日開催

第 4 回：デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノロジー

魅せます、CSCL のすべて：１日でわかる協調学習

2005 年 7 月 9 日開催

第 5 回：デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノロジー

シミュレーション

2005 年 8 月 6 日開催

第 6 回：BEAT 特別セミナー

「教育における知的所有権・その現在と未来」

2005 年 9 月 3 日開催

第 7 回：BEAT 特別セミナー

「ヨーロッパ・モバイル放送の現状と教育利用の展望」
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2005 年 10 月 1 日開催

第 8 回：「CAI/WBT」
2005 年 11 月 12 日開催

第 9 回：「Ａクラス人材を育成せよ：企業 e ラーニングの現在」

2005 年 12 月 3 日開催

第 10 回：「使える英語を身につけたい！：語学学習を支援するデジタル教材のこれから」

2006 年 1 月 7 日開催

第 11 回：「新しい評価技術とデジタル教材での活用」

2006 年 2 月 11 日

第 12 回：BEAT 特別セミナー

2005 年度 研究成果報告会

2006 年 3 月 25 日

2005 年度はのべ 1000 名を超える参加者が公開研究会に参加している。この中には、学生・大学教

員に加え、教材開発を行っている社会人も数多く含まれており、デジタル時代の学習コンテンツ・シ

ステムに関する最新の知見を伝える機能を果たしている。
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3.研究活動 

3.1 概況 
研究組織としての情報学環は、異領域の出会いの場である。同じ学問領域の研究者が集まり、その

集積性によってその学問領域の体系化を図り、またそれまで解決できなかった問題に突破口を開こう

とする目標の立て方とやり方が存在する。しかし、情報学環は違う目標をもっており、違うアプロー

チを採っている。情報学環は学際情報学という新しい学問を創出するという目標をもっており、異な

った学問領域の研究者に出会いの場を提供し、異種交配と相互越境というやり方によって、それを達

成しようとしている。そのような研究組織は規模においてそれほど大きいものである必要はないが、

しかし特有の研究組織論が必要とされる。

3.1.1 文理の相互作用と連携 

伝統的に日本の大学においては、学問研究は文系と理系に大きく分けられてきたし、現在もそれが

生きている。新しい分野、とりわけ学際情報学にとっては、その区分けを乗り越えて、文理連携、文

理越境、文理相互浸透が必要であり、それなくして発展の展望はない。情報学環は最初からそのよう

な文理連携の研究組織論に基づいて設立されたものである。しかも、その文理の比重がどちらかに大

きく偏ることなく、バランスを取っているのが大きな特色である。

現在、情報学環では大小合わせてさまざまの文理連携型の研究プロジェクトが実施されている。な

かでも最大のものが 21 世紀 COE「次世代ユビキタス社会基盤の形成」（研究リーダー：坂村健教授、

副学環長）である。その予算規模は科学研究費補助金や寄附講座などを含めた学環の研究資金全体の

4 分の 1 を占めており、運営費交付金分の金額をさえ上回っている。その研究内容は、文理連携の下

に次世代ネットワーク社会を大胆に構想している。その創造性が高く評価されて採択されたものと考

えられる。情報学環のスタッフ体勢は、こうした文理連携の大型研究プロジェクトを自前でカバーし

ていくことができるのである。

そして、文理連携の 21 世紀 COE は、組織の財政上、情報学環ならではの効用とメリットを発揮す

ることになった。国立大学に対する現在の財政政策の仕組みでは、文系の資金獲得には限界があり、

困難が伴う。理系が必要とするような大きな額ではないにも関わらず、文系が運営費交付金や競争的

資金を新たに得るのは容易なことではない。しかし、文理連携の研究計画のもとに 21 世紀 COE とい

う競争的資金が獲得できたことによって、結果的に文系の研究分野へ資金が流れ、これまで経済的な

理由からできなかった研究活動を展開できるようになったのである。これは、文理連携で情報学を構

築していくという組織論が、財務上も有益な影響を生み出していることを物語っている。こうした研

究資金状況の改善によって、文系は文系の側から文理連携の企てを積極的に展開していくことが可能

になったのである。内部相互補助のやり方だと言えよう。

3.1.2 流動教員制度 

情報学環独特の仕組みにとして、流動教員制度がある。これは設立当初、学内の情報関連教員を糾

合し、ネットワーク組織型に新しい大学院を創設するため、学内関連部局の協力を得て作り出された
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ものである。これにより、情報学環に所属する教員には、基幹教員と流動教員の 2 種類が存在する。

基幹教員は、情報学環に固有のポスト、すなわち基幹教員枠（部局の「採用可能数」として割り当て

られているポスト）で採用されている教員である。その教員室のスペースも学環によって手当てされ

ている。それに対して、流動教員は、流動元の部局から情報学環へ時限で振替られている流動教員枠

を使って、流動元の部局よりやはり時限で配置換えになって情報学環に所属している教員である。そ

の教員スペースは現状では情報学環として手当てすることができず、流動元部局のスペースをそのま

ま使用している。

この流動教員制度により、情報学環の研究組織は研究者の循環と入れ替わりの仕組みを内蔵してお

り、もって研究活動に常にイノベーションの条件を保障しようとしているのである。流動教員の立場

からすれば、情報学環に流動教員として参加することによって、元部局とは異なった学際的な教育研

究環境に入ることが可能であり、また研究所が元部局の教員にとっては大学院教育に通常の義務と権

利で加わる機会が得られることとなる。こうした条件が研究者同士に新たな刺激を生み出すとともに、

従来の枠を脱する糧となると見込まれている。こうした組織論による利得は、現在、大小さまざまの

研究プロジェクトの活動に見て取ることができる。

3.2 大型研究プロジェクト 
3.2.1 文部科学省 21 世紀 COE「次世代ユビキタス情報社会基盤の形成」 

現在、状況認識技術（Context-awareness）を中核とする新しい情報分野（ユビキタスコンピュー

ティング）の研究が世界的な大きな潮流となっている。ユビキタスコンピューティングは、世界に先

駆けて本拠点リーダー（坂村）が 1984 年に開始したトロンプロジェクトの技術目標に掲げたコンセ

プトである。こうした経緯もあり、我が国は本分野において世界を先導しうる技術水準を有する。し

かし、学術分野・産業分野双方で世界的に活発な研究開発がなされており、本分野の重要性は現在の

世界的な共通認識となっている。そのため、本分野の研究の推進は、激しい国際競争の中で遅れをと

らないためにも必須のものである。ユビキタスコンピューティングの適用分野は多岐にわたり、既に

農学、医学、薬学、地理学、生物学等の諸学問分野をはじめ、災害支援や社会安全の実現、国土産業

社会インフラ等の国家レベルの施策への適用も期待されており、本分野の研究レベルや技術競争力の

低下は、我が国の将来の国力低下に直結する。したがって、ユビキタスコンピューティング分野の研

究教育を積極的に推進することは緊急度と重要度が極めて高い。そこで、東京大学大学院情報学環が

核となり、東京大学はユビキタスコンピューティング技術やそれを様々な分野に適用する研究や、当

該分野の人材育成を行う教育のための拠点として、文部科学省 21 世紀 COE プロジェクトを平成 16
～20 年度の 5 年計画で開始した。本拠点における研究は、基礎技術研究、応用技術研究、社会適用研

究の 3 つの分野からなる。

（（1）基礎技術研究

ユビキタスコンピューティングにおける状況認識技術の核となる、超小型 RFID やセンサーネット

ワーク、リアルタイムシステム、組込みシステムなどの基盤情報技術の研究を実施する。更に、こう
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した要素技術を組み合わせて社会レベルの巨大システムを構築するためのトータルアーキテクチャの

研究にも取り組む。

（（2）応用技術研究

ユビキタスコンピューティングの状況認識技術を、他の様々な分野に適用する応用研究を実施する。

例えば、農学分野に適用する食品トレーサビリティ研究、医薬分野に適用する医薬品のトレーサビリ

ティや医薬品の適正利用支援システム研究、交通分野に適用したユビキタス場所情報システム研究な

どの応用研究に対して、各種分野の研究者と連携して取り組む。

（3）社会適用研究

ユビキタスコンピューティング技術を社会基盤として適用する際の社会的課題についての研究も行

う。例えば、ユビキタスコンピューティング技術によって提供されるコンテンツの構成方法に関する

課題、セキュリティやプライバシーの問題、法制度などの問題を検討し、最終的には政策提言を行う

ことを目指す。

ユビキタス情報技術研究プロジェクトは、常勤教員 9 名、特任教員 7 名，特任研究員 1 名，RA1
名によって構成され、主にユビキタスコンピューティングの基盤技術の研究分野である。ユビキタス

情報社会国際研究プロジェクトは、常勤教員 7 名、特任教員 4 名，特任研究員 1 名，RA3 名により構

成され、主にユビキタスコンピューティング技術を社会に適用するときに社会的な課題、あるべきユ

ビキタス情報社会のあり方の研究分野である。ユビキタス情報コンテンツ形成プロジェクトは、常勤

教員 4 名、特任教員 1 名、RA5 名によって構成され、コンテクストアウェアな情報配信を、社会規模

で実施するために必要なコンテンツ記述技術の研究分野である。更に本拠点は、世界におけるユビキ

タスコンピューティング分野の研究教育のハブとしての役割を果たすべく、世界中の様々な大学や企

業との共同研究や共同実験の実施、関連する政府機関等との密接な連携を行いプロジェクトを推進し

ている。

■総括班

坂村  健・教授 (拠点リーダー)
吉見 俊哉・教授（拠点リーダー補佐）

石崎 雅人・助教授（総括調整）

越塚  登・助教授（総括調整）

■プロジェクト A:ユビキタス情報コンテンツ形成プロジェクト

馬場  章・教授（統括）

橋本 良明・教授

石田 英敬・教授
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西野 嘉章・教授（総合研究博物館）

添野 勉・特任教員

大島 十二愛・RA
研谷 紀夫・RA
倉持 基・RA 
松田 好史・RA
山下 大輔・RA

■プロジェクト B:ユビキタス情報技術研究プロジェクト

坂村  健・教授（統括）

原島  博・教授

辻井 潤一・教授

河口 洋一郎・教授

中川 裕志・教授（情報基盤センター）

清水謙多郎・教授（大学院農学生命科学研究科）

石崎 雅人・助教授

越塚  登・助教授

中尾 彰宏・助教授

大石 久和・特任教授（国土技術研究センター 理事長）

篠塚 勝正・特任教授（沖電気工業社長）

井村 亮・特任教授（日立製作所 情報・通信グループ. ミューソリューション事業部長）

小川 克彦・特任教授（NTT サイバーソリューション研究所所長）

小林 真輔・特任准教授

Wesley Dean Charles Hay・特任講師

冨田 啓一・特任研究員（非常勤）

神尾 真人・RA

■プロジェクト C:ユビキタス情報社会国際研究プロジェクト

吉見 俊哉・教授（統括）

西垣  通・教授

濱田 純一・教授

須藤  修・教授

佐倉  統・教授

水越  伸・助教授

林  香里・助教授

竹之内 禎・特任講師
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山本 拓司・特任教員

Ｄ．ビュースト・特任教員

玄 武岩・特任教員（非常勤）

西  兼志・特任研究員

阿部 卓也・RA
高畑 一路・RA
中路 武士・RA

平成 18 年度は、ユビキタスコンピューティングの基盤技術として、組み込みシステム開発プラッ

トフォームの研究やコンテキストアウェアコンピューティングの基盤方式の研究を行った。また、そ

れら基盤技術を用いてユビキタス情報ベースの研究を行った。銀座などの実際のフィールドに対して，

ユビキタス・ナビゲーションシステムを開発した．そして，ユビキタス情報ベースのコンテンツであ

る,「文化資源統合デジタルアーカイブ」の構築を推進した. ユビキタスコンピューティングの技術に

裏付けられた人類の「知」の共有化を目指し,テキストや動画像,音声,三次元データなどを統合的に扱

うことの可能なデジタルアーカイブの構築を推進した．さらに、ユビキタス情報社会の国際的基盤の

確立にむけての、社会的問題に関しての研究として、情報社会学的分析、法学的観点や経済学的観点

からの社会制度改革や政策提言などをシンポジウム等を通じて行った。また、ＣＯＥシンポジウムを

平成 18 年度 3 回開催し、研究教育の方向性の確認や問題提起を盛んに行った。

3.2.2 文部科学省 セキュア・ユビキタス・コンピューティング・プラットフォ

ーム構築のための基盤アーキテクチャの研究開発および検証 

本研究では、ユビキタスコンピューティング環境をセキュアにする基盤技術の提案を目的としてい

る．基盤技術として（１）大容量、高速演算及び通信能力を有し、多様なデータを堅牢制御及び管理

する、耐タンパ型高性能セキュリティチップ、（２）軽量ユーザ端末等を構築するための、セキュリテ

ィ機能を強化した基盤ソフトウェアを開発するを行っている．

（１）に関しては，平成 18 年度においては機能の異なるセキュリティチップを 2 種類開発した．

ひとつは，ストリーミング機能を実現する高速通信モードを含むセキュリティチップ eTRON/32 
UT01，もうひとつは電子署名検証機能を搭載したセキュリティチップ eTRON/32 UT02 である．双

方とも，32 ビット CPU ならびに暗号処理を行う専用コプロセッサによって構成される．UT01，UT02
に関して実装評価し，その結果を平成 19 年度に開発予定のセキュアチップにフィードバックする．

（２）に関しては，セキュアチップと連動する組み込み向けのリアルタイム OS の開発を進めてい

る．平成 18 年度はセキュリティチップのデバイスマネージャ機能を実装し，リアルタイム OS 上に

おける評価を実施した．ユーザから見た場合にデバイスの接続形態によらず利用できることを示すこ

とができた．

さらに、本セキュアプラットフォームの応用として，電子お薬手帳システムの開発を進めた．セキ
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ュアチップにユーザの個人の薬歴やアレルギー歴などを記録し，それらの情報と薬の情報を照らし合

わせることで個人個人に合わせた飲み合わせ情報の提示が可能となる．18 年度は薬の飲み合わせ情報

をルールベースで検出する方式の検討，セキュリティチップ内のデータ構造の検討などを進めた．平

成 19 年度に実装を行う予定である．

3.2.3 NEDO「情報家電用マルチメディアセキュアチップ TRON-SMP の研究開発」 

デジタル家電が普及し、広帯域網の整備やデジタル放送の開始にもかかわらず、デジタルコンテン

ツビジネスは大きく開花していない。原因の一つには、コンテンツ保護や課金処理の技術が十分でな

く、著作権侵害の危機が迫っていることがある。著作権保護を強固に行いつつコンテンツ配信を可能

にする新しい方式としてマルチメディアセキュアチップ TRON-SMP の研究開発を行っている。

TRON-SMP は、暗号の復号処理や課金を行うセキュアな H/W チップ技術を元にマルチメディアスト

リーミング処理機能を追加した H/W チップである。Internet Commerce 等における電子マネーや電

子チケットのデータの処理のためのネットワーク対応型チップであること、オープンなセキュアチッ

ププラットフォームであることに加え、マルチメディアストリーミング処理と課金処理を同時に安全

に行える耐タンパ型セキュアチップ TRON-SMP を実現する。TRON-SMP は、暗号化されたデジタ

ルコンテンツにたいして復号処理と課金処理を分割することなく処理することを可能とする。これに

より、課金漏れやデータのコピーによる著作権侵害などを防ぐことができる。TRON-SMP の特長と

しては、（1）「鍵」のポータビリティを利用したコンテンツの利用範囲制限、（2）耐タンパチップに

よる高いセキュリティレベルの実現、（3）特定の画像処理方式に依存しないアーキテクチャ、（4）課

金と視聴をアトミックな処理として実現、（5）特許フリーでオープンな課金方式、が挙げられる。鍵

の利用範囲に関しては、TRON-SMP をコンテンツ利用時の鍵として用いることによって明示的にコ

ンテンツが利用できる範囲を制限することができる。コンテンツを無制限に利用させるのではなく、

TRON-SMP が機器に接続されている場合のみ、コンテンツ利用を制限することで不正利用をなくす

ことができる。また、耐タンパチップにて実装することにより、クラッキングや解析により不正にデ

ータを盗まれることはない。さらに、ソフトウェア上でストリーミング処理するのではなく、ハード

ウェア上で行うため、高いレベルのセキュリティを実現することができる。

本研究開発は、東京大学大学院情報学環、株式会社ルネサステクノロジ、パーソナルメディア株式

会社の 3 社による共同研究である。それぞれ、東京大学がコンテンツ配信サーバならびに視聴端末の

開発、ルネサステクノロジがマルチメディアセキュアチップ TRON-SMP の開発、パーソナルメディ

アが視聴端末のソフトウェアプラットフォームの開発を行っている。東京大学においては、平成 17
年度は、マルチメディアチップの検討とコンテンツ配信方式の検討を行い、方式を決定した。

3.2.4 大型有形･無形文化財の高精度デジタル化ソフトウェアの開発 

東京大学池内研究室が開発してきた大仏等の大型物体の３次元デジタル化技術および、京都大学松

山研究室が開発してきた人間の動作を立体映像として記録する３次元ビデオ技術を基に、能・日本舞
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踊などの無形文化財および、寺院・遺跡などの大型有形文化財を対象とした高精度デジタル化ソフト

ウェアの開発を実施する。

東京大学では、大型有形文化財の高精度デジタル化ソフトウェアの開発を担当している。平成１８

年度の研究開発の成果概要を以下に示す。

(1)大規模色彩データ計測システムの開発 

有形文化財においては、その本来の色彩データを計測することは特に重要である。そこで、従来の

RGB による色彩計測の高精度化として、スペクトルカメラを利用するシステムを開発した。各点で計

測されたスペクトルデータを４つの基底で表現することで、RGB の色空間よりは豊富な情報を含む色

彩データの計測を可能とした。

(2)大規模色彩データからの光源（物体）色推定手法の開発 

上記の手法は高精度の色彩データを取得する一般的な手法として用いられる。しかし、屋外におい

て太陽光線や予期せぬ光源の影響などで時間によって見かけ上物体の色が異なる。そこで、屋外にお

ける大型有形文化財の色彩データの取得のために、同一地点からの時間をおいた複数枚の画像を利用

することによって、こうした光源（物体）色を推定する方法を開発した。

(3)大規模形状データと色彩データの統合ソフトウェアの開発 

色彩データは、昨年度までに開発した３次元幾何形状モデルと統合することで初めて意味をもつ。

本年度は、こうした色彩データと幾何形状データをより精密に統合するようなソフトウェアを開発し

た。これにより、文化財の本来の色彩データ付き 3 次元幾何形状モデルを生成することができるよう

になった。

(4)大規模色彩データの効率的蓄積ソフトウェアの開発 

高精度色彩データ付き 3 次元幾何形状モデルでも誤差が残る場合がある。イメージベースレンダリ

ングの手法を用いると忠実な色彩再現が可能となるが、イメージを取得した環境（光源、時間等）で

なければ不可能である。そこで、両者を融合し、モデルベースレンダリングで作った結果と実際のイ

メージとの誤差をもデータベース化する。この誤差はほとんど 0 であるので、圧縮をすれば大きな効

果が得られる。

(5)光学特性を考慮した大規模３次元データ表示システムの開発 

大型有形文化財の 3 次元表示を考えた場合、単独ではなく、現実にその文化財が存在する環境の中

で自然に見える表示方法も必要となる。なぜなら、環境の異なる 2 枚のデータを合成すると違和感の

ある映像ができてしまうからである。特に自然な影があるかどうかが一番のポイントとなる。ここで

は、明日香村を舞台に、失われた建築物の修復 3 次元 CG モデルを、現在の場所に違和感なく再現し

て表示するシステム（バーチャル明日香村）について報告する。

(6)特殊材質物体の形状取得アルゴリズムの開発 

今まで開発してきた幾何形状取得システムでは、ガラス等の透明物体に適用できない。そこで、こ

うした物体でもその形状を計測できるようなシステムを開発した。それには、偏光という現象を利用

し、2 枚の偏光を介した画像より物体表面の各点において法線方向を推定することにより形状を取得

するシステムである。
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(7)大規模形状データ解析ソフトウェアの開発 

今まで得られた大型有形文化財の幾何データを取得する目的は、単に現状記録だけではない。こう

したデータを利用することで、新たな知見をも得られる可能性がある。本年度は、特にバイヨン寺院

のデータから多数の尊顔データを抽出し、その類似度から分類を行うシステムを開発した。

(8)大規模形状データへの付加情報タグ付け並びに検索ソフトウェアの開発 

色彩データ付き 3 次元幾何データは、確かにそれだけで有用な記録となるが、文化財の保護・修復

の観点から見ると、独立に多くの活動が行われているのも事実である。古くからの調査や、現在の地

道な作業をすべてこうした 3 次元幾何データの上にデータベース化できれば、文化遺産の GIS ともい

うべき、時系列に沿った文化財の状況が記録できる。また、従来 2 次元画像が中心であった記録に新

たな道が開かれる。そこで、3 次元形状データに、付加情報を容易にタグ付けできるデータベースシ

ステムおよびそためのユーザインタフェイスを開発した。

  

3.2.5 超高精細映像と生命的立体造形が反応する新伝統芸能空間の創出技術 

本研究は、能や歌舞伎などの日本古来の伝統芸能や、襖、神社や仏閣などに代表される日本特有の

伝統的建築が織り成す美の空間に、最先端の CG 技術・造形技術・制御技術を組み合わせることによ

り、新しい日本の伝統芸能空間： 「超高精細映像と生命的立体造形が反応する新伝統芸能空間」を

生み出す事を目指している。

初年度においては、まず、超高精細映像による自然的・生物的 CG コンテンツの表現アルゴリズム

の開発、特に、流体、および、構造色の物理シミュレーションによる表現アルゴリズムの開発に取り

組んだ。一般的に、物理シミュレーションは計算コストが高いためリアルタイム CG には向かないが、

並列プロセッサを用いることで流体ダイナミクスをリアルタイムで計算可能なアルゴリズムを開発し、

学会において発表した。これらの成果を、山本寛斎の協力のもと東京ドームにおける KANSAI
SUPER SHOW「太陽の船」において、600 インチの巨大スクリーン 4 台それぞれに、それぞれ 5 台

（合計 20 台）の高精細プロジェクターを使って投影し、5 万 4 千人の観客に対して発表した。

また、生き物のように反応する伝統芸能空間の創出装置の開発について、CG に連動して 3 次元的

にスクリーンの形状を変化させる事が出来る”Gemotion Screen”を開発し、国立新美術館開館記念の

オープニングとして文化庁メディア芸術祭 10 周年記念企画において発表した。この際、直動型のエ

アシリンダを採用する事により、従来のデバイスでは実現不可能であった、大規模なスクリーンにお

ける高速かつ高密度な立体表現が可能とした。同様に、日本古来の息吹を秘めつつ、最先端テクノロ

ジーを駆使した空間創出のための舞台装置として、最先端の描画手法に基づいた超高精細最 CG と伝

統的な襖を融合させた 3 次元立体視レンチキュラーの実用化技術を開発し、新伝統芸能空間創出のた

めの舞台装置として開発した。

 

3.2.6 その他の大型研究プロジェクト 

上述のように情報学環として組織的に遂行するもののほか、各教員が中心となって行う研究プロジ

ェクトでも、以下の例（事業規模１千万円以上）に示すとおり、大型研究プロジェクトを積極的に展
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開している。（すべての外部資金による研究の状況は、Ⅳ．外部資金獲得状況を参照のこと）

＜科学研究費補助金(金額は直接経費分)、学環教員が研究代表者となっているもの＞

須藤 修   2006-2010 特定領域研究 「知識社会経済システムの共創的発展とそのガバナンス

に関する研究」（須藤修、田中秀幸、後藤玲子）  67,500 千円

馬場 章*1  2004-2009 特定領域研究 「わが国における火山罹災地の複合的資料による歴史的

文化・自然景観の復元研究－北関東を中心に－」（馬場章、吉田正高）  24,300 千円*2
*1 2006 年度より研究代表者       *2 2006-2009 年度総額

開 一夫      2006-2008  基盤研究(A) 「ヒトとロボットの原初的コミュニケーションに関する

発達認知神経科学的研究」（開一夫、今井倫太、板倉昭二） 37,900 千円

山内 祐平    2006-2008  基盤研究(B) 「把持状態を利用したウェアラブル展示教材の開発」（山

内祐平、奈良高明、堀田龍也） 15,700 千円

吉見 俊哉  2004-2007 「２０世紀後半の東アジアの都市大衆文化における「アメリカ」の受容と反

発：日本、韓国、台湾、フィリピンを中心に」（吉見俊哉、姜尚中、水越伸、伊藤守、小倉利丸、岩渕

功一、田仲康博、多田治、毛利嘉孝、姜明求（ソウル国立大学教授）、陳光興（台湾精華大学教授））

 14,200 千円

河口 洋一郎 2005-2007 基盤研究(Ａ) 「生き物のように凹凸反応する情感的な屏風画像装置シ

ステムの創出」（河口洋一郎、橋本康弘、堀聖司） 34,900 千円

 

石田 英敬 2005-2007 基盤研究(Ｂ) 「テレビ・コンテンツ分析の情報記号論的研究とハイパ

ーメディア型事典の作成」（石田英敬、吉見俊哉、水越伸、増澤洋一、水島久光） 14,900 千円

本郷 和人     2006-2009  基盤研究(Ｂ) 「歴史史料と中世都市の情報学的研究」15,600 千円

澤田 康文     2004-2006  基盤研究(Ｂ) ｢薬物動態･動力学理論に基づくテーラーメード･処方設

計システムの開発｣ 12,300 千円

大島 まり     2005-2006  基盤研究(Ｂ)   ｢血流と血管壁の達成を考慮した脳動脈瘤動態シミュレ

ータの開発とモデル実験による評価｣ 14,900 千円
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深代 千之     2004-2006  基盤研究(Ｂ) ｢身体運動中の筋張力筋線維動態推定システムの開発に

よるトレーニング処方の作成効果判定｣  13,200 千円

山本 隆一  2005-2006   厚生労働科学研究費 ｢公開鍵基盤技術を活用した診療情報共有にお

ける個人情報保護と情報セキュリティに関する研究｣ 19,000 千円

＜その他外部資金関係＞

池内 克史  2006  科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業(ＣＲＥＳＴ) 「油絵描画ロボ

ットに関する研究」 28,210 千円

馬場 章  2006 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業(ＣＲＥＳＴ) 「オンラインゲ

ームの教育目的利用のための研究」 16,900 千円

馬場 章  2006 特定非営利活動法人映像産業振興機構 「コンテンツ人材育成総合プログラ

ム」に関する調査・研究」 10,000 千円

  

3.3 社会情報研究資料センターの役割 
大学院情報学環附属社会情報研究資料センターは、1964 年 1 月、当時の新聞研究所に開室された

「プレスセンター」が 1967 年 6 月、新聞研究所附属施設「新聞資料センター」として正式に発足し、

1992 年 4 月に新聞研究所が社会情報研究所に改組されるにあたって「情報メディア研究資料センタ

ー」と改称されたものである。2004 年 4 月、大学院情報学環・学際情報学府と社会情報研究所の統

合に伴い、「社会情報研究資料センター」と改称し、今日に至っている。

本センターは、新聞資料を中心とした各種メディア情報資料を収集・整理し、学内外の研究者の利

用に供することで、社会情報学に関する研究の発展に寄与している。現在、本センターの収蔵資料は

製本済原紙約 20,000 冊、縮刷版約 8,000 冊、マイクロフィルム約 45,000 リールに達している。これ

らの新聞資料は情報学環書庫のほかに、駒場キャンパス内の旧宇宙航空研究所跡地などに別置されて

いる。センターの閲覧室には、利用者のためにマイクロリーダーと CD-ROM 検索用のパソコンを備

えている。また、本センターの定期刊行物として「社会情報研究資料センターニュース」を刊行して

いる。

 

3.3.1 新聞マイクロフィルムのデジタル化によるバックアップ作成 

前述のように、本センターは約 45,000 リールの貴重なマイクロを収蔵しており、これらについて

段階的にバックアップ用の画像デジタルデータを作成していきたいと考えている。データの公開には、

著作権等の検討しなくてはならないいくつかの問題があるが、震災等の事故に備えて、バックアップ
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のためにデジタルデータを作成しておくことは不可欠の作業である。しかしながら、5 万リール近い

マイクロフィルムのデジタル化には、膨大な作業と高価な装置が必要である。当面は、この装置を所

有している部局や機関の協力を得ながら、デジタル化のプロジェクトを進めたい。

3.3.2 社会情報研究資料センター デジタルアーカイブの構築 

社会情報研究資料センターでは、センターや情報学環図書室に収蔵されている資料を中心に、旧新

聞研究所資料のデジタル・アーカイブ化のためのさまざまなプロジェクトを進めている。

すでに構築されているアーカイブとしては、ジャーナリストの「森恭三アーカイブ」「小野秀雄コレク

ションかわら版・新聞錦絵（ニュースの誕生）アーカイブ」などがあり、いずれもすでにインターネ

ットで公開して一般の利用に供せられている。これらに加えて現在、「第一次大戦期プロパガンダ・ポ

スター・アーカイブ」「内閣情報部宣伝資料アーカイブ」「近代日本号外資料アーカイブ」「満州・中国

大陸新聞アーカイブ」などの旧新聞研究所の貴重資料を基礎としたアーカイブ構築の作業が進んでい

る。

最終的には、旧新聞研究所が所蔵してきたほとんどの貴重資料を網羅するような形でのデジタル・

アーカイブを構築し、またその英語や韓国語、中国語のバージョンを作成していくことで、広く世界

のメディア研究や歴史研究、地域研究などの利用に供していくことにしたい。また、読売新聞データ

ベースを購入し、所内ネットワークで利用できるようにする計画も進めている。

3.3.3 ＣＯＥユビキタスプロジェクトとの連携化 

本センターの中期的な将来計画として、既述のようにセンターにおける資料のデジタル化を進める

とともに、進行中のＣＯＥユビキタスプロジェクトとの連携を図る。すなわち、本センターのデジタ

ル・アーカイブ化された資料群が、最終的には東京大学のあらゆる場所、さらには世界の各地からア

クセス可能になるように基盤整備を進める。

また、そのような仕組み作りのプロセスを通じ、東京大学内あるいは日本各地で同様のメディア資

料のデジタル・アーカイブ化を進めている機関との連携を強化し、東アジアのメディア資料に関する

限り、本センターが世界の研究資料ネットワークのハブとして機能するようにしていくつもりである。

また、こうした幅広い連携の手始めとして、横浜にある日本新聞博物館（ニュースパーク）等との何

らかの連携体制を模索したい。

3.3.4 駒場地区別置新聞原紙資料の保存書庫の再配置 

現在、大学院情報学環はスペースがきわめて狭小なため、本センターの主要な収蔵資料であるマイ

クロフィルムや新聞原紙に関し、必ずしも十分な保存・保管体制が整備できないでいる。特に、駒場

地区の旧宇宙航空研究所跡地に別置している以下の新聞原紙資料に関しては、きわめて劣悪な保存環

境に置いたままの状態にある。



���������

駒場地区別置資料：大阪朝日新聞 99 冊

信濃毎日新聞 221 冊

新潟日報 69 冊

沖縄タイムス 27 冊

247 semiT kroY weN 冊

432 tsoP notgnihsaW 冊

合計 5631 冊

したがって、これらの資料の保存環境の改善は、本センターの重要な課題の 1 つであり、早急に対

応する必要がある。本センターでは、これらの原紙製本資料を、目白台東大病院分館の保存施設の改

修後、目白台保存施設に移動し、本センターの分館的な施設を整備していきたいと考えている。

3.3.5 マイクロフィルム・新聞原紙等資料の再配置 

本センターの貴重資料の保存環境の改善とより積極的な公開・閲覧環境の整備のために、以下のよ

うな資料の再配置を行った。すなわち、前年度に本センター書庫新館 1 階及び 2 階部分に空調設備を

導入してマイクロ保存書庫としたが、今年度は、本館 1 階のセンター資料室と 7 階貴重資料室にある

マイクロフィルムのすべてを、マイクロ保存書庫に移動した。同時に、書庫内の資料の再配置を行な

った。以上のような資料の再配置によってできたスペースを、情報学環が所蔵するさまざまなデジタ

ルデータやマイクロフィルムの閲覧および展示のスペースとして整備する予定である。
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4 社会との交流 

情報学環教員は、以下に述べるとおり、国際的委員会や政府委員会委員、産学協同等を通じて社会

との交流を進めながら、社会への貢献を積極的に行っている。

4.1 国際的委員会 
 情報学環教員は、IEEE 等の国際学会が開催する会議の運営委員等を通じて、国際的な研究の推進

に貢献をしている。

（国際学会委員会委員：一部のみ抜粋）

池内 克史 IAPR(International Affilication of Pattern Reccognition) (国際パターン認識連合），

議長（Chair)，Technical Committee 8（技術第 8 部門）．

池内 克史 Computer Vision, Graphics, Image Processing, Area Editor（領域編集長）．

池内 克史 IEEE Intelligent Vehicle Symposium 2006，General Chair．
池内 克史 2006 IEEE International Conference on Robotics and Automation(ICRA)，Program 
Co-Chair．
池内 克史 IEEE International Conference on Multisensor Fusion and Integration for 
Intelligent Systems(MFI)，Organizing Co-Chair．
池内 克史 3rd IEEE International Workshop on Object Tracking and Classification Beyond 
the Visible Spectum，Program Committee．
須藤 修 Associate Editor of Environmental Economics and Policy Studies (the official 
journal of the Society for Environmental Economics and Policy Studies), Springer-Verlag. 
越塚 登 IEEE Joint Conference on E-Commerce Technology (CEC)，Program Committee．
越塚 登 The 2nd International Workshop on RFID and Ubiquitous Sensor Networks (USN 
2006)，Program Committee．
佐藤 洋一 IEEE and ACM International Symposium on Mixed and Augmented Reality 
(ISMAR2007)，Program Committee Member．
佐藤 洋一 International Conference on Artificial Reality and Telexistence ， Program 
Committee Member．
佐藤 洋一 International Conference on Visual Information Engineering (VIE2006)，Program 
Committee Member．
中尾 彰 IEEE International Conference on Distributed Computing Systems (ICDCS) 
/International Workshop on Trust and Reputation Management in Massively Distributed 
Computing Systems (TRAM)， Program Committee Member．
中尾 彰 IEEE GlobeCom，TPC Member．
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4.2 政府・自治体委員会 
 情報学環教員は、政府・自治体委員会の委員等としても活躍し、情報通信などにかかわる政策立案

等に参画することで、社会に貢献している（政府委員会委員数 58人、地方自治体委員会委員数 19人）。

（政府・自治体委員会委員：一部のみ抜粋）

＜政府＞

池内 克史 文部科学省・専門調査員

大島 まり 文部科学省・宇宙開発委員会・委員

大島 まり 文部科学省・科学技術・学術審議会・臨時委員

大島 まり 日本学術会議・連携会員

坂村 健 総務省 ユビキタス空間基盤協議会・会長

坂村 健 日本学術会議 ユビキタス空間情報社会基盤分科会・会長

坂村 健 内閣府 イノベーション 25 戦略会議・委員

須藤 修 内閣官房「IT 新改革戦略評価専門委員会」委員 

須藤 修 内閣官房「電子政府評価委員会」座長 

須藤 修 内閣府「国民生活審議会」委員 

須藤 修 内閣府「総合科学技術会議」情報通信分野推進戦略プロジェクトチーム委員 

須藤 修 総務省「電子自治体のシステム構築のあり方に関する検討会」委員長

須藤 修 総務省「地方の活性化とユビキタスネットワーク社会に関する懇談会」委員

須藤 修 厚生労働省「最適化計画策定評価委員会」委員 

須藤 修 経済産業省「次世代型電子認証基盤の整備に関する有識者委員会」委員長 

須藤 修 文部科学省「科学技術・学術審議会」専門委員 

須藤 修 文部科学省「先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム」委員 

馬場 章 経済産業省・ゲーム産業戦略研究会・委員長

橋元 良明 内閣府 「情報化社会と青少年に関する調査委員会」・委員長

濱田 純一 総務省・電波監理審議会委員

原島 博 総務省・独立行政法人評価委員会委員

原島 博 文部科学省・科学技術・学術審議会・専門委員

吉見 俊哉 内閣府・都市再生本部戦略チーム委員

吉見 俊哉 日本学術会議・連携会員

鈴木 高宏 特許庁・弁理士試験委員

山口 いつ子 日本学術会議・連携会員（第一部、法学委員会）

＜自治体＞

坂村 健 東京都都市整備局・東京都 IC タグ実証実験実行委員会委員

坂村 健 東京都・IT 技術等活用研究会・委員

坂村 健 奈良県・自律移動支援プロジェクト小委員会・委員長

須藤 修 福島県・ＩＴ推進アドバイザー 
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須藤 修 岐阜県・ＩＴ顧問

須藤 修 高知県「電子自治体推進協議会」・顧問

佐倉 統 岐阜県・IT 顧問

深代 千之 グランドワークやまのて・副会長

4.3 学協会活動 

 情報学環教員は、国内外の関係学会の活動に積極的に参加しており、会長や副会長など、学会の要

職等を通じて学協会活動に貢献している。

（学協会役職：一部のみ抜粋）

池内 克史 IEEE・Fellow
池内 克史 IEEE Computer Society・Distinguished Lecturer 
池内 克史 IEEE Robotics and Automation Society・Administrative Committee 
石田 英敬 日本記号学会・理事

坂村 健 日本建築学会・ユビキタス・コンピューティング社会の建築・都市特別研究委員会・

委員長

澤田 康文 日本医薬品情報学会・編集委員会委員長

澤田 康文 日本薬物動態学会 評議員

澤田 康文 日本医薬品情報学会 幹事

須藤 修 日本社会情報学会（JASI）・副会長

須藤 修 日本社会情報学会（JASI）・総務委員会委員長

須藤 修 情報文化学会・副会長

須藤 修 進化経済学会・理事

須藤 修 国際 CIO 学会・副会長

須藤 修 日本国際政治学会・評議員

西垣 通 日本社会情報学会・理事

馬場 章 日本デジタルゲーム学会（DiGRA JAPAN）・会長

馬場 章 日本シミュレーション＆ゲーミング学会（JASAG）・理事

橋元 良明 日本社会言語科学会・監事

橋元 良明 日本マス・コミュニケーション学会・理事

橋元 良明 日本社会情報学会・学会賞選考委員

山口 泰 日本設計工学会・評議員

鈴木 高宏 日本ロボット学会・理事

田中 秀幸 日本社会情報学会（JASI)・評議員

田中 秀幸 社会・経済システム学会・理事

深代 千之 国際バイオメカニクス学会・理事

深代 千之 日本体育学会東京支部・理事長
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水越 伸 日本マス・コミュニケーション学会・理事

山内 祐平 日本教育工学会・編集担当理事

竹之内 禎 情報メディア学会・理事

辻本 篤 情報文化学会・評議員

七邊 信重 日本デジタルゲーム学会（DiGRA2007）・事務局長・組織委員

  

4.4 セミナー・研究会・公開講座 
情報学環・学際情報学府の研究・教育活動の成果を公表するとともに、その環を広げるために、下

記に示すようなさまざまな公開の催しを実施した。

入試説明会はたんなる入試事項の説明にとどまらないかたちで、過去の学環・学府シンポジウムの

成果を引き継ぎつつ、学環・学府の全体像を示す機会となっている。概要説明から、院生紹介、主要

プロジェクト紹介、鼎談などとともに、本年度も研究室や研究プロジェクトを紹介する熱帯雨林的な

知識交換、共有の場、「学環・学府まんだら」なども開催された。

この他、別表で一覧されているとおり、ＣＯＥシンポジウムをはじめ、内外の関係者を集めた先端

的な研究成果の披露の機会があった。

学環の特徴でもあるさまざまなプロジェクトは、公開研究会、シンポジウムなどを通して学際情報

学の研究情報を発信している。下記がその一覧（現在稼働しているもの）である。いずれも学際的な

チャレンジをしている営みだといえる（学環ホームページ上に公開されたプロジェクトのみで、全て

を網羅していないことを申し添えておく）。

■共同研究プロジェクト一覧

フィジックスベースビジョンプロジェクト 代表：池内克史

PlanetLab Japan 代表：中尾彰宏

大井町プロジェクト 代表：馬場章

ゲーム研究プロジェクト 代表：馬場章・新清士

人間行動観察学習ロボットプロジェクト 代表：池内克史

iii online プロジェクト 代表：山内祐平

戦争とメディア 代表：吉見俊哉

戦後東アジアとアメリカニズム 代表：吉見俊哉

新しい百科全書 代表：石田英敬・吉見俊哉

文化遺産のデジタル化プロジェクト 代表：池内克史

モード・プロジェクト 代表：水越伸

情報学の基盤形成プロジェクト「FINE」 代表：西垣通

メディア研究のつどい 代表：林香里
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■別表

学環・学府で開催されたイベント一覧である。なお、ここに挙げたのは学環ホームページ上に公開

されたイベントのみで、個別研究室開催の研究会をはじめ学環・学府で催された全ては網羅していな

いことを申し添えておく。

【シンポジウム】   

 2006.5.30 東京大学２１世紀ＣＯＥ「次世代ユビキタス情報社会基盤の形成」 第八回シン

ポジウム ユビキタス・ネットワークとイノベーション

小宮山 宏（東京大学総長）

吉川弘之（(独)産業技術総合研究所長、東京大学元総長）

坂村 健（東京大学大学院情報学環副学環長・教授）

須藤 修（東京大学大学院情報学環教授）

篠塚勝正（沖電気工業代表取締役社長、東京大学大学院情報学環 21 世紀 COE
特任教授）

関口和一（日本経済新聞社編集委員・論説委員）

 

2006.6.24 第一次世界大戦期プロパガンダ・ポスター コレクション デジタル・アーカイ

ブ公開記念シンポジウム 

吉見俊哉（東京大学大学院情報学環）

基調講演  森 啓（女子美術大学大学院）

小泉智佐子（東京大学大学院情報学環）

竹内次男（京都工芸繊維大学美術工芸資料館）

川畑直道（デザイナー）

田島奈都子（姫路市立美術館）

貴志俊彦（島根県立大学）

若桑みどり（川村学園女子大学、千葉大学）

佐藤卓己（京都大学大学院）

生井英考（共立女子大学）

北原恵（甲南大学）

柏木博（武蔵野美術大学）

 2006.6.28 情報学環ＣＯＥ国際シンポジウム「ユビキタス情報社会における都市デザインと

コミュニティ」 

吉見俊哉

マティアス・エチェノバ

木村和穂

田中浩也 Instructor, Keio SFC 
本江正茂 Masashige MOTOE, Prof., Tohoku Univ. 
中嶋謙互 Kengo NAKAJIMA, CEO Community Engine 
渡辺誠 Makoto WATANABE,CEO Architects Office 
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Masami KOBAYASHI, Prof., Univ. of Meiji 
Yolande Daniels, Studio SUMO, Ass Prof., Columbia 

University
Carla Leitao, a|Um Studio, Ass Prof., Columbia University

Supersudaca: Pablo Corvalan, Prof., Universidad de Talca - 
Valle Central, Chile / Felix Madrazo, OMA - Rotterdam / Manuel de Rivero, 
Prof., Universidad Catolica del Peru 

Taro IGARASHI, Ass Prof., Tohoku University 
Torsten Blume,Prof., Bauhaouse-Dessau Foundation 

Shin MIZUKOSHI, Ass Prof., iii Tokyo University 
Yehuda Safran , Prof. Columbia University  

21 COE
NTT

NTT

European Commission, Fabrizio Sestini

ENST, Prof. Daniel Kofman
HP Labs, RickMcGeer
Princeton Univ., Prof. Jennifer Rexford

 Celia Lury
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Visual Culture & Media Technology 研究）

 2006.5.10 2006年度第１回メディア研究のつどい「流動化進む米メディア最新事情」 

早稲田大学客員教授 藤田博司

 2006.6.14 2006年度第 2回メディア研究のつどい「ドキュメンタリー制作という社会認識—

歴史・方法・実践」 

法政大学社会学部助教授 丹羽美之

 2006.6.15 東京大学大学院情報学環・学際情報学府ラウンドテーブルセッション「都市とラ

ンドマークの記憶 — ニューヨークと東京 —」Landmarks as Urban Memory: New 

York – Tokyo 

バーバラリー・ダイヤモンスティン＝スピルヴォーゲル (ニューヨーク市歴史的

建造物保護センター所長）

蓑原敬 (都市プランナー、蓑原計画事務所所長、元建設省課長）

西村幸夫 (東京大学大学院工学系研究科教授）

アレックス・カー (作家、日本研究家）

司会:吉見俊哉 (東京大学大学院情報学環長）

 2006.9.16 「アメリカのメモ」 「アメリカの雑記」 「アメリカだより」 「アメリカへの

手引き」 「アメリカの印象」（計 5本、約 1時間 30分） 

 2006.9.27 情報学環後援 「山田洋次監督と語る大学生の集い」 

山田洋次（映画監督）

【プロジェクト関連】 

  「ＢＥＡＴ」ベネッセ先端教育技術学講座 

 〔公開研究会〕 

 2006.5.20 第 1回：『かわいい子にはケータイを持たせよ?!』 キャリア各社の子ども向け

ケータイサービスへの取り組み 

 2006.6.24 第 2回：Web2.0で創る『みんながちょっとずつ頭がよくなる世界 

 2006.8.5 第 3回：ゲーム・ルネッサンス： いつか来た道、これからの道 

 2006.9.2 第 4回：学校の枠を超えた交流学習： 伝え合うことで"異文化"を学ぶ子どもた

ち 
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学部のシリア・ルリー（Celia Lury）教授を招き、公開講演会を開催した。情報学環ＣＯＥプログラム

では、6 月 28 日にも、「ユビキタス情報社会における都市デザインとコミュニティ 」と題した国際シ

ンポを行った。そのほか、2008 年 3 月 29 日から 31 日にかけては、トヨタ財団後援、情報学環主催で

「中・韓・日ジャーナリストとの対話：いま、東北アジアの言論空間を考える」を一条ホールで開催し、

中国、韓国ならびに日本の若手ジャーナリストと日本のメディア研究者や大学院生たちとの対話の場を

つくった。また、１０月 12 日には、恒例のソウル大学校言論情報研究所・社会科学大学言論情報学科

との共催で、「ニューメディア時代の個人、社会、国家と文化」 をテーマとする国際シンポジウムを

ソウル大学希鑑ホールで開催した。翌 13 日には、学際情報学府ならびにソウル大学校の学生の間で国

際学生合同ゼミを開催した。また、平成 18 年度冬学期には、同学科とのビデオ会議システムによる国

際共同演習を開講し、両大学の教員によるオムニバス形式の講義を行ない、教員・学生双方の交流の第

一歩を固めた。

このような東京における国際シンポジウムや研究交流活動に加えて、学環の教員それぞれは、積極的

に海外で行われる学会やシンポジウムに参加し、海外での研究調査活動をくりひろげている。今後とも、

組織としても、また教員個人としても、多様な国々の多様な研究機関やその他の社会における交流を深

めることが課題である。
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    況状の員教員客

年度 職 氏名 担当授業 本務先

客員教授 鈴木 秀美 ジャーナリズムと法制度 広島大学法学部

客員教授 市村 元  ＴＢＳ解説室理事

客員助教授 遠藤 薫  
東京工業大学大学院社会理工

学研究科

平成 14

客員助教授 中村 功  松山大学人文学部

客員教授 鈴木 正敏  ㈱日本総合研究所

客員教授 藤田 博司  上智大学文学部

客員助教授 毛利 嘉孝  
九州大学大学院比較社会文化

研究院

平成 15

客員助教授 港 千尋  多摩美術大学美術学部

客員教授 伊藤 守 社会情報学特別講義Ⅰ 早稲田大学教育学部

客員教授 村上 由見子 文化・人間情報学特別講義Ⅰ 著述業

客員助教授 東 浩紀 社会情報学特別講義Ⅱ
国際大学グローバル・コミュ

ニケーション・センター平成 16

客員助教授 永井 由美子
学際理数情報学特別講義Ⅰ（病

気のため取止め）
多摩美術大学美術学部

客員教授 ﾌﾛﾘｱﾝ ｸﾙﾏｽ 社会情報学特論Ⅱ ドイツ－日本研究所

客員助教授 深尾 葉子 文化・人間情報学特論Ⅴ 大阪外国語大学外国語学部平成 17

客員助教授 宇治橋 祐之  ＮＨＫエディケーショナル

客員教授 佐藤 哲 文化・人間情報学特論Ⅷ 長野大学産業社会学部

平成 18
客員助教授 魏 晶玄 文化・人間情報学特論Ⅸ

ソウル(社)コンテンツ経営研

究所
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バーチャルリアリティ技術の数理的側面、技術的側面、社会的側面にする基礎的議論から、具体的な応

用事例（バーチャルリアリティシアター、デジタルアーカイブ、コミュニケーション）までを論じる。

また、それら技術の、エンターテイメントヘの応用について考察する。

8）エンタテイメントテクノロジー研究Ⅱa：コンピュータグラフィックス

担当：西田友是、高橋成雄

コンテンツ産業の基盤技術の観点から３次元 CG の基礎（座標変換、データ構造、陰影計算、材質表現、

アニメーションの基礎）について論じる。

9）エンタテイメントテクノロジー研究Ⅱb：コンピュータグラフィックス

担当：西田友是

コンピュータグラフィックスを構成する諸要素（モデリング技術、レンダリング技 術、高速化技術）

を論じ、先端研究に触れる。また、それら諸技術のエンタテインメ ントヘの応用について論じる。

10）エンタテイメントテクノロジー研究Ⅲ：コンテンツデザイン

担当：広瀬通孝、谷川智洋、岩井俊雄

情報技術による仮想世界が現実世界と重層的な関係を持つための技術である複合現実感（MR）につい

て、バーチャルリアリティ（VR）技術の成立、その技術的な必然性などについて解説した後、リアル

とバーチャルの融合技術についてウェアラブルコンピュータ、ライフログ、デジタルパブリックアート

といった具体例とともに論じる。

11）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅳ：デジタル映像処理

担当：池内克史、五十嵐健夫

画像処理の基礎、幾何学的理論に基づく処理法、光学・物理学に基づく処理理論、統合法・認識理論な

どを基に、工学的に人間の視覚機構と見かけの働きが同じようなアルゴリズムを開発するコンピュータ

ビジョンに関して実際の応用例とともに概説する。また、使いやすいインタフェースをデザインするた

めの方法論、研究についても実例を基に論じる。

12）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅴ：アーカイブ技術

担当：馬場 章

デジタルコンテンツの展示・保存を担うアーカイブ技術の基礎的技術について学び、 実際のデジタル

アーカイブの事例をみながら、そのエンターメントヘの応用について 論じる。

13）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅵ：コンテンツ知覚心理

担当：佐藤隆夫

コンテンツの企画、製作の際に必要となる視聴覚の基本的なメカニズム、およびそれを解明するための



��� ���

実験手法について論じる。また、視聴覚における心理的なリアリティー、視聴覚に関わる錯視などの興

味深い現象や視聴覚、特に視覚的な安全性についても論じる。

14）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅶ：制作展示プロデュース

担当：荒川忠一

各自の専門性、志向性を基に作品を制作し、完成した作品を展示した作品展を開催する。それらの一連

のプロセスを通して、さまざまな表現手法を議論しながら学ぶとともに、作品展の開催に向けた企画の

プロデュース、マネージメント、プロモーションについても学ぶ。

15）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅷ：インターフェイスデザイン

担当：苗村 健

人間の感覚系に関する様々な知見と、それに基づくヒューマンインタフェースの実装・デザインについ

て技術的な観点から論じる。また、現在の技術的背景のもとで、今後どのようなインタフェースが必要

となり、また何が必要とされるのかについて議論し、考察を行う。

16）エンタテインメントテクノロジー研究Ⅸ：先端科学技術と芸術表現論

担当：河口洋一郎

デジタルコンテンツの基礎となる CG 技術に閲し、先端科学技術と芸術表現の相互触発作用という観点

から展望し、わが国のメディア芸術・CG アートの現状について論じる。

17）デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅰ：インターンシップ

担当：馬場 章、藤原正仁

これまでの授業で修得した基礎理論や知識を踏まえ、コンテンツ産業の現場の経験知や実務を学び、新

たなデジタルコンテンツ創造に結びつけることができる能力を体得することを目的とし、企業でのイン

ターンシップ実地研修を行う。また、派遣前の準備として「インターンシップ事前研修」、派遣後に研

修の振り返りと経験の共有等を目的とした「インターンシップ事後研修」を学内で実施する。

18）デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱa：製作・マーケティングシミュレーション

ゲームプロデュースゼミ

担当：馬場 章、遠藤雅伸

ゲームの本質的な面白さの具現化を目的とし、ゲームプロデューサーのプリプロダクションへの関わり

方をシミュレートし、ボードゲームによってゲームのプロトタイプ開発を行う。既存のボードゲームの

分析、評価に基づく必勝法（ストラテジー）の構築を通してそのゲームの面白さの本質について考察し、

これを踏まえたゲームのプロトタイプ制作を各自のスキルに合わせて行うことで、ゲームプロデューサ

ーとしての実践力の修得を目標とする。
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19）デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱb：製作・マーケティングシミュレーション

アニメ・映像企画ゼミ

担当：七丈直弘、吉田正高、八巻 磐、辻本幸七、各教官

アニメーションや映像を主体としたコンテンツの製作に関連する各工程（プリプロダクション、プロダ

クション、公開、配給、リクープ）の構造と実務、および企画立案の基礎から販売方法や配信媒体に合

わせた企画の立て方など、実践的な知識を用いて自ら企画立案を試みる。さらに、自らの企画を用いた

短編映像作品の制作、それを用いたマーケティングやプロモーションの企画作業を体験することで、こ

の分野でビジネスを推進する上で必要となる実践力の修得を目標とする。

20）デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱc：製作・マーケティングシミュレーション

検索技術と情報ビジネス

担当：相澤清晴、山田和明、各教官

インターネットポータルビジネスの実際のコンテンツを中心として、ウェブ検索技術や新しいコンテン

ツ創造の場として注目されるブログサービスなど最先端の検索技術とサービス、それらを活用した情報

ビジネスの現状と未来について学ぶ。また、Developer Network のビジネス活用企画に関する演習を実

施し、最新技術とサービスを融合し、新しいビジネスモデルを構築できるインターネットビジネスの今

後を担う実践力の修得を目標とする。

21）デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅲ：論文作成

担当：荒川忠一、苗村 健、青木輝勝

教育プログラムで修得した知識、経験を踏まえ、新たなデジタルコンテンツを生み出すための科学技術

や、コンテンツに関するマーケティングや商品流通の実態と今後の展望など、デジタルコンテンツの発

展につながる内容をテーマに、論文執筆を行う。

22）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅰ：作品研究

担当：潰野保樹、各教官

さまざまなコンテンツ作品を毎回選び、その製作に携わった実務者による作品製作の意図および過程

（関わり方、戦略、成果評価など）における重要事項の解説およびディスカッションを通じて、コンテ

ンツが成立するために必要となる様々な知識を総合的に修得する。

23）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅱ：アニメーション制作の理論と実践

担当：浜野保樹、鈴木敏夫、押井 守、石川光久、各教官

日本のアニメーション製作の第一線で活躍している実務者による、製作形態、国際戦略、アニメーショ

ン関連のビジネスモデルなどの、現状と今後の課題に関する解説およびディスカッションを通じてアニ

メーション製作に必要とされる実践的な知識を修得する。
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24）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅲa：ゲームプロデューサー論 a
担当：馬場 章、岩谷 徹、遠藤雅伸、各教官

ゲームの開発工程からゲームプランニング、ゲームデザイン、プロジェクトマネジメント、そしてゲー

ムテクノロジー、Ｒ＆Ｄ（研究開発）といった、企画と制作の過程を中心に、新しいゲームをいかに企

画し、いかなる技術を用いてどのように制作するのかという問題について、ゲームプロデューサーの視

点から論じる。

25）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅲb：ゲームプロデューサー論 b
担当：馬場 章、松原健二、小沼謙太郎、各教官

ゲームの製作工程から特にファイナンス、リーガル、マーケティング、プロモーション、リーテイルな

どのビジネス的な内容を中心に、ゲーム開発におけるそれらの役割と実際を、国際的なゲーム情報の流

通という視点とゲームプロデューサーの視点から論じる。

26）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅳ：映画産業論

担当：公野 勉

映画業界における製作・買付・配給・興行までにおよぶ産業構造を解説し､その国内外の市場実態を踏

まえたコンテンツ戦略の在り方について論じる。また各論として映画製作におけるディベロップメン

ト・撮影・ポストプロダクションの実際に関しても解説を行う。

27）デジタルコンテンツ創造科学特論Ⅴ：デジタルメディア

担当：青木輝勝

近年、様々な分野でコンテンツの重要性に対する意識が高まっている背景を踏まえ、映画やアニメーシ

ョン、ゲームといった現在の主流分野以外のより広義なコンテンツ（TV コンテンツ、出版コンテンツ、

ケータイコンテンツ等）に焦点を当て、これらの現状と今後の動向について論じる。

科目・開講時期一覧

科目

番号
科 目 名 担当教員

単

位

数

開講時期 備考

A001
デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅰ：

コンテンツ制作理論
浜野保樹 2 夏学期 ※1

A002
デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅱ：

コンテンツ制作技術論
七丈直弘 2 夏学期 ※1

A003
デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅲ：

グローバルストラテジー論
（未定） 2 （未定）

※ 1
※6

A004 デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅳ： 八代英輝 2 冬学期 ※1
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コンテンツ法務

A005
デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅴ：

コンテンツ財務
逸見圭朗 2 夏学期 ※1

A006
デジタルコンテンツ創造科学講義Ⅵ：

コンテンツ文化史
吉田正高 2 冬学期 ※1

B001
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅰ：

バーチャルリアリティ
舘 暲 2 夏学期

※ 2
※6

B002a 
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅱa：
コンピュータグラフィックス

西田友是

高橋成雄
2 夏学期 ※2

B002b 
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅱb：
コンピュータグラフィックス

西田友是 2 夏学期
※ 2
※6

B003
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅲ：

コンテンツデザイン

廣瀬通孝

谷川智洋

岩井俊雄

2 夏学期 ※2

B004
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅳ：

デジタル映像処理

池内克史

五十嵐健夫
2 夏学期 ※2

B005
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅴ：

アーカイブ技術
馬場 章 2 冬学期 ※2

B006
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅵ：

コンテンツ知覚心理
佐藤隆夫 2 夏学期 ※2

B007
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅶ：

制作展示プロデュース
荒川忠一 2 通年開講 ※2

B008
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅷ：

インタフェースデザイン
苗村 健 2 夏学期 ※2

B009
エンタテインメントテクノロジー研究Ⅸ：

先端科学技術と芸術表現論
河口洋一郎 2 冬学期 ※2

C001
デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅰ：

インターンシップ

馬場 章

藤原正仁
6 通年開講 ※3

C002a 
デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱa：
製作・マーケティングシミュレーション

ゲームプロデュースゼミ

馬場 章

遠藤雅伸
6 通年開講 ※3

C002b 
デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱb：
製作・マーケティングシミュレーション

アニメ・映像企画ゼミ

七丈直弘

吉田正高

八巻 磐

辻本幸七

6 通年開講 ※3

C002c デジタルコンテンツ創造科学演習Ⅱc： 相澤清晴 6 通年開講 ※3
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C003 6 3

D001 2 4

D002 2 4

D003a
a

2
4
5

D003b
b

2
4
5

D004 2 4

D005 2 4

1 A001 A006 3
2 B001 B009 2
3 C001 C003 1
4 D001 D005 2
5 D003a D003b 2 2
6 18
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6 予算 

 

・情報学環         

  2003('15) 2004('16) 2005('17) 2006('18)  

 
件

数
金額

件

数
金額

件

数
金額

件

数
金額

授業料 － 156,240,000 － 90,136,400 － 130,079,250 － 126,550,530
入学料・検定料 － 19,344,000 － 28,393,000 － 30,056,800 － 30,227,200
人件費 － 400,697,242 － 674,461,271 － 754,176,257 － 722,514,839
物件費 － 150,090,000 － 160,385,580 － 261,876,000 － 228,921,285
寄附講座  1 40,000,000 1 40,000,000 1 40,000,000
奨学寄附金 27 29,860,000 38 38,110,800 38 60,357,398 34 35,269,141
科学研究費補助金

(文科省､学振)
25 235,800,000 27 270,780,000 32 161,200,000 36 142,525,000

科学研究費補助金

(厚生省)
－ － 5 14,500,000 5 18,000,000 5 17,000,000

受託研究費 6 8,365,000 17 132,979,479 22 417,571,620 16 407,165,816
共同研究費 8 16,720,000 16 54,677,750 13 49,205,030 7 10,985,000
科学技術振興調整

費
1 11,018,000 2 96,572,000 1 97,204,000 1 99,998,000

COE 拠点形成経

費
 1 248,000,000 1 188,000,000 1 177,180,000
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・社会情報研究所        
  2003('15)    

 
件

数
金額     

授業料 － 4,161,200       

入学料・検定料 － 4,842,000       

人件費 － 188,609,768       

物件費 － 98,583,000       

寄附講座 － －     

奨学寄附金 4 1,400,000       

科学研究費補助金 12 38,000,169       

受託研究費 1 4,800,000       

共同研究費 － －     

科学技術振興調整費 － －     

（注）2003 年度の予算額について、社会情報研究所と大学院情報学環で重複して計上されているもの

があるために、単純に合計することはできない。
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S.27
S.29
S.33
S.58

472
26

360
4,171
5,029

310,1 31.H

2 *H18          *500 
1  294*  81H*
2 *H18    *545 

2  845* 81H*
*=

( ) 117.71

(MA ) 82.73

14(2002 37 48 16 20 
15(2003 37 48 16 20 
16(2004 70 70 30 30 
17(2005 70 70 30 30 
18(2006 85 90 36 38 
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2005 年度修士入学試験詳細

志願者   合格者   入学者  

本学 31  本学 23  本学 18
他大学 147  他大学 52  他大学 52

      

志願者   合格者  入学者

日本人 160  日本人 69  日本人 64
外国人 18  外国人 6  外国人 6

      

志願者   合格者  入学者

男 120  男 47  男 43
女 58  女 28  女 27

      

志願者   合格者  入学者

一般学生 146  一般学生 64  一般学生 59
社会人 32  社会人 11  社会人 11
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2005 年度博士入学試験詳細

志願者   合格者   入学者  

本学 39  本学 23  本学 23
他大学 16  他大学 2  他大学 2

      

志願者   合格者  入学者

日本人 48  日本人 22  日本人 22
外国人 7  外国人 3  外国人 3

      

志願者   合格者  入学者

男 35  男 18  男 18
女 20  女 7  女 7

      

志願者   合格者  入学者

一般学生 38  一般学生 19  一般学生 19
社会人 17  社会人 6  社会人 6
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志願者

他大学

 16

本学

 39

合格者

他大学

 2

本学

 23

入学者

他大学

2

本学

23

志願者

日本人

48

外国人

 7

合格者

外国人

3

日本人

22

入学者

日本人

31

外国人

6

志願者

男

35

女
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合格者

女

7

男

18

入学者

男

18

女

7

志願者

一般学

生

38

社会人

17

合格者

一般学

生

19

社会人

6

入学者

一般学

生

19

社会人
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 2002 2003 2004 2005 2006 

219 134 157 178 225 
52 58 53 75 85 
50 56 47 70 80 

      
     

 2002 2003 2004 2005 2006 
43 29 34 55 62 
26 15 21 25 37 
26 15 21 25 37 

      
      

     
 2002 2003 2004 2005 2006 

5.92 3.62 4.24 2.54 2.65 
2.69 1.81 2.13 1.83 1.72 
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35 19 14
190 66 66

        

186 72 67
39 13 13

        

148 48 45
77 37 35

        

190 72 67
35 13 13
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38 33 33
24 4 4

51 31 31
11 6 6

36 24 24
26 13 13

44 29 29
18 8 8
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14(2002) 18(2006)

12 7 19 
14(2002) 0 0 0 

12 7 19 
7 9 16 

15(2003) 0 1 1 
7 10 17 
9 6 15 

16(2004) 0 1 1 
9 7 16 
5 11 16 

17(2005) 0 0 0 
5 11 16 
8 10 18 

18(2006) 0 1 1 
8 11 19 

41 43 84 

0 3 3 

41 46 87 

 2002 2003 2004 2005 2006 
40  51  57  62  59  

4  1  7  
19  17  16  16  19  
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2002 2 5 
2003 2 5 
2004 11  
2005 16 
2006 13 
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<就職先一覧> 

2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 

㈱野村総合研究所 

㈱電通 

㈱ディー・エヌ・エー 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 

㈱アクティブ･ワーク 

㈱青土社 

㈱ﾓﾊﾞｲﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭ-ｼ

ｮﾝ 

ヤマハ㈱ 

三菱電機㈱ 

東日本電信電話㈱ 

任天堂㈱ 

日本電信電話㈱ 

日産自動車㈱ 

ﾅﾚｯｼﾞﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ㈱ 

チームラボ㈱ 

ソニー㈱ 

キャノン㈱ 

朝日新聞社 

Singapore Press Holdings 

McKinsey&Coｍpany 

Bain&Company 

Japan,Inc 

Leo Barnett(米国） 

自営業（介護福祉業） 

2  

3  

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

 

㈱ﾎﾞｽﾄﾝｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

㈱任天堂 

㈱日本総合研究所 

㈱イースタンスポー

ツ 

㈱ソニー 

NTT 研究所 

㈱東京リーガルマイ

ンド 

YRP ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｷ

ﾝｸﾞ研究所 

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本情

報ｼｽﾃﾑ 

㈱日立製作所 

㈱博報堂 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 

㈱三井物産 

個人デザイン事務所

日本経済新聞社 

㈱サイバーエージェ

ント 

㈱電通 

衆議院議員事務所 

㈱日本テレビ放送網

㈱ベネッセコーポレ

ーション 

㈱スクウェイブ 

㈱ｿﾆｰ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｴﾝﾀ

ﾃｲﾒﾝﾄ 

㈱セプテーニ 

福山大学 

㈱NTT データ 

㈱NEC ソフト 

シティバンク、エヌ・エ

イ 

2  

 

2  

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

 

1  

 

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

 

 

1  

1  

1  

1  

1  

 

㈱三菱総合研究所 

㈱ワークスアプリケー

ションズ 

㈱ビービット 

㈱takibi 

東日本旅客鉄道㈱ 

㈱スタジオジブリ 

ソニー・エリクソン・モ

バイルコニュニケーシ

ョン㈱ 

㈱日立製作所 

楽天㈱ 

ベネッセコーポレーシ

ョン㈱ 

㈱竹中工務店 

日本テレビ放送網㈱ 

アクセンチュア㈱ 

学校法人駿河台学園 

㈱アイ・ティ・フロンティ

ア 

社団法人共同通信社 

ソフトバンク クリエイ

ティブ㈱ 

日経ホーム出版社 

淑徳与野高等学校 

㈱東芝 

三井物産㈱ 

野村アセットマネジメ

ント㈱ 

読売新聞東京本社 

㈱博報堂 DY メディア

パートナーズ 

㈱電通 

自由業 

特定非営利活動法人

役員 

その他（就職先不明） 

2  

1  

 

1  

1  

1  

1  

1  

 

 

1  

1  

1  

 

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

 

1  

1  

1  

1  

1  

 

1  

1  

 

1  

2  

1  

 

1  

㈱電通 

㈱リクルート 

倉敷市立短期大学 

㈱フロム・ソフトウェア

㈱コスモ・スペース 

日本アイ・ビー・エム・

サービス㈱ 

日本アイ・ビー・エム・

システムズ・エンジニ

アリング㈱ 

モルガン・スタンレー

証券㈱ 

沖電気工業㈱ 

凸版印刷㈱ 

㈱インフォバーン  

㈱プラップジャパン 

㈱ヒューマンルネッサ

ンス研究所 

㈱野村総合研究所 

セイコーインスツル㈱

㈱日本総合研究所 

日本電信電話㈱ 

ゴールドマン・サック

ス証券㈱ 

名古屋鉄道㈱ 

NTT コニュニケーショ

ンズ㈱ 

日本生命保険相互会

社 

㈱アイ・エム・ジェイ 

㈱ACCESS 

BOSCH㈱ 

フリープランナー・ライ

ター 

NPO 法人日本臨床研

究支援ユニット 

日本放送協会 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

 

1 

 

 

1 

 

1 

1 

1 

1 

1 

 

1 

1 

1 

1 

1 

 

1 

1 

 

1 

 

1 

1 

1 

1 

 

1 

 

1 
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15 ベネッセ先端教育技術学講座 

ウェブサイトアドレス http://beatiii.jp/
  

■スタッフ一覧 

客員助教授 堀田龍也（メディア教育開発センター・助教授）

フェロー 中原淳（東京大学 大学総合教育研究センター 講師）

フェロー 山内祐平（東京大学大学院 情報学環 助教授）

コーディネータ 秋山大志（（株）ベネッセコーポレーション教育研究開発本部 Benesse 教育研究開

発センター）

コーディネータ 中野真衣（（株）ベネッセコーポレーション教育研究開発本部 Benesse 教育研究開

発センター）

コーディネータ 和気竜也（（株）ベネッセコーポレーション教育研究開発本部 Benesse 教育研究開

発センター）

 

16 客員講座等 

■平成１４年 

客員教授  鈴木 秀美

客員教授  市村 元

客員助教授 遠藤 薫

客員助教授 中村 功

■平成１５年 

客員教授  鈴木 正敏

客員教授  藤田 博司

客員助教授 毛利 嘉孝

客員助教授 港 千尋

■平成１６年 

客員教授  伊藤 守

客員教授  村上 由見子

客員助教授 東 浩紀

客員助教授 永井 由美子

■平成１７年 

客員教授  フロリアン クルマス
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客員助教授 深尾 葉子

客員助教授 宇治橋 祐之

客員助教授 堀田 龍也

■平成１８年 

客員教授  佐藤 哲

客員助教授 魏 晶玄
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14 15 16 17 18 

1 0 0 2 2 

3 0 0 1 1 

3 3 3 1 3 

3 1 2 4 7 

0 0 1 0 0 

0 0 7 9 8 

0 1 2 4 4 

0 0 0 0 1 

      

     

14 15  

0 0  

0 0  

0 0  

4 3  

0 0  

1 3  

0 0  

0 0  
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18 学会賞など受賞者リスト 

総件数：11 件

1 坂村健 日本学士院賞(Japan Academy Prize) 「高リアルタイム性能を有するコンピュータ

体系の研究」 2006 年 7 月

2 坂村健 財団法人 NEC C&C 財団 C&C 賞(C&C Prize) 2006 年 4 月

3 池内克史 社団法人情報処理学会 平成 17 年度フェロー選定 「コンピュータビジョン分野

の技術発展に対する貢献」2006 年

4 池内克史 社団法人情報処理学会 平成 17 年度論文賞 「 Illumination Color and Intrinsic 
Surface Properties--Physics-based Color Analyses from a Single Image」 2006 年

5 木下晴之,大島まり,金田祥平,藤井輝夫 可視化情報学会 奨励賞 「高速共焦点スキャナを用い

たマイクロ PIV システムの開発とその応用」2006 年

6 Mark Ashdown, Imari Sato, Takahiro Okabe, Yoichi Sato IEEE International Workshop 
on Projector-Camera Systems Best Paper Award 「 Robust Content-Dependent Photometric 
Projector-Camera Compensation」 2006 年 6 月

７ 岡部孝弘,佐藤いまり,佐藤洋一 電子情報通信学会 平成 17 年度論文賞 「影に基づく光源推

定の周波数解析と Haar ウェーブレットを用いた適応的手法の提案」 2006 年 5 月

8 Mark Ashdown,佐藤いまり,岡部孝弘,佐藤洋一 画像の認識・理解シンポジウム (MIRU 2006) 
優秀論文賞 「人間の視覚特性を考慮した投影画像の光学的補正」 2006 年 7 月

9 関谷直也 吉田秀雄記念事業財団 吉田秀雄賞 常勤研究者の部 第１席 「『環境広告と社会

心理』に関する総合的研究―環境広告の変遷、表現手法、社会心理との関係性についての実証的研究―」 
2006 年 11 月

10 小林真輔 情報処理学会 組込みシステムシンポジウム 2006 論文奨励賞 「様々な通信プロト

コルに動的対応可能な RFID リーダライタの試作」 2006 年 10 月

11 原田隆宏 情報処理学会 グラフィックスと CAD 研究会，優秀研究発表賞受賞 「GPU を用い

たリアルタイム剛体シミュレーション」 2007 年
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19 論文数 

年年度 件数 文理融合 学環・学府内協力

1999 年度以前 323 1 0 

2000 年度 645 48 14 

2001 年度 654 49 18 

2002 年度 916 98 53 

2003 年度 949 107 54 

2004 年度 904 122 83 

2005 年度 846 232 91 

2006 年度 982 149 24 

年度不明 34 0 0 

注：業績 DB 入力データに基づく各年度の論文数(著書，分担著書，雑誌論文，国際会議論文，その他の

論文，講演発表)

20 特許出願・公開数 

年度 出願件数 公開 

2000 年度 6 0 

2001 年度 8 2 

2002 年度 5 5 

2003 年度 5 4 

2004 年度 1 2 

2005 年度 1 3 

2006 年度 1 0 

2000-2006 年度合計 27 14 
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Akihiro NAKAO: "Routing Overlay Networks", Symposium & Workshop on Overlay Networks and New 

Generation Network Research, 2006.  

Akihiro Nakao et.al.: "Future Direction in Overlay Network Research", Symposium on Overlay Networks and 

New Generation Network Research, 2006.  

Akihiro Nakao: 「Innovating Environment to Lay Groundwork for Future Network Research」, JGN シンポジウ

ム, 2007.  

 

林林香里・助教授 

研究テーマ(主たるもの) 

システムとしてのマスメディアにおけるジャーナリズムという活動の諸相の検討 

マスメディアは、近代、テクノロジーの発展とともに拡大し、近代のシステムとなった。他方で、ジャーナリズム

も、権力を監視し、それと対峙する近代的営為である。この２つは 20 世紀には表裏一体となって発展してきた。

21 世紀に入り、テクノロジーの一層の発達とともにこの２つの合致が自明ではなくなった。それによるジャーナ

リズム活動の変遷を見極めていく。  

東アジアにおけるジャーナリズム 

現在、中国をはじめ、台湾、韓国においても「ジャーナリズム」概念が転換期に来ている。東アジアにおけるジ

ャーナリズムという活動を支える制度やシステムについても検討している。  

東アジアの大衆文化交流について 

現在、東アジアでは大衆文化交流がますます活発になり、オーディエンスの流動化、国際化が始まっている。

そのような現象がもつ政治性を検討中である。 

研究業績(2006 年度) 

論文等 

Kaori Hayashi: "The Public in Japan", Theory Culture Society. Problematizing Global Knowledge: Special 

Issue. , Vol.23, pp.615-616, 2006 年.  

国際会議等 

林香里: 「日本における「韓流ブーム」の限界 ―マスメディア・システムにおける女性オーディエンスの問題」, 

史・国家・女性ー韓・日比較女性史のための試み、 梨花女子大學校アジア女性学センター主催, 2006. 【査

読有】  

Kaori Hayashi: ""Hat die Ausstrahlung des koreanischen Fernsehdramas ?Winter Sonate“ Spuren in der 

japanischen Gesellschaft hinterlassen?"", 13. Deutschsprachiger Japanologentag, 2006. 【査読有】  
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一一般向け記事・報道等 

水越伸、茂木健一郎: 「ケータイは“ボクら”をネットワークできるか」, 広告批評, Vol.303, 2006 年 4 月号, 

pp.78-86, 2006 年.  

水越伸: 「ケータイによるコモンズ空間をもとめて」, グラフィケーション, No.144, pp.20-22, 2006 年.  

水越伸: 「メディアリテラシーと新聞：メルプロジェクトからのメッセージ」, 新聞研究, Vol.659, 2006 年６月号, 

pp.61-66, 2006 年.  

水越伸: 「ナショナルな NHK、ビオトープな MBS」, AURA, No.178, pp.26-29, 2006 年.  

水越伸: 「メディア社会を生きる」, 光村図書中学３年国語教科書, 2006 年.  

水越伸: 「ＮＨＫ「である」調」, 毎日新聞夕刊, 2006.  

水越伸: 「「情報」と付き合う 14 ケータイ、公共メディアに」, 読売新聞, 2006.  

Shin Mizukoshi and MoDe project: 「Keitai - japanske erfaringer med mobile medier」, InDiMedia, Aalborg 

University of Denmark, 2006.  

水越伸: 「やらせ」か「演出」か：テレビの「映像」どこまで許される」, 朝日新聞, 2007.  

水越伸: 「やらせ？それとも演出？：「視聴者と対話必要」との指摘も」, 陸奥新報、長野日報、十勝毎日新聞、

中国新聞、山形新聞など, 2007.  

水越伸: 「メディアリテラシー 中・高生が学習」, 読売新聞夕刊, 2007.  

 

安冨歩・助教授 

研究テーマ(主たるもの) 

黄土高原生態文化回復活動 

黄土高原村落でのフィールドワークに基づき、最先端の科学技術を駆使して生態文化の回復を目指す。  

近代「満洲」の成立 

現在の中国東北地区に二十世紀初頭にどのような社会が出現したのかを、生態系・交通・政治・経済など多

面的なアプローチにより明らかにする。  

複雑系の歴史理論 

歴史を理解するための数理的枠組みの構築を目指す。 

研究業績(2006 年度) 
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環境報道と環境広告に焦点をあて、社会心理史的・社会心理学的視点から研究を行っている。 

報道については、戦後の公害・原子力事故に焦点を あて、ジャーナリズムの変質過程とそれを支えた予防原

則などの思想や世論潮流・社会心理との関係性について社会心理史的な接近を試みている。広告について 

は、送り手と受け手についての量的調査、CF・新聞広告の内容分析、ヒアリング調査を行い、研究を深化、精

緻化している。社会心理によって、企業の実際の 環境対策や広報活動、広告の内容や表現手法が規定され

ていることを見出している。 

これらの個々の研究を通じて「環境問題と社会心理」の関係性、そ こにおけるメディア・情報の役割、メディ

ア・情報様式の形成過程を総体的に浮かび上がらせようと試みている。そこから環境問題という具体的な事

例を通し て、社会問題をめぐる報道、ジャーナリズム、広告のあり方を考えている。 

 

 

研研究業績(2006 年度) 

著書等 

関谷直也: 「自然と広告」『文化としてのテレビコマーシャル』, 山田奨治 編, 世界思想社, 2007 年.  

論文等 

辻禎之・関谷直也: 「風評被害の経済的損失に関する研究」, 『安全工学―災害予防と環境保全の技術』安全

工学会, Vol.45, No.6（通巻 235 号）, pp.439-444, 2006 年. 【査読有】  

中村功・中森広道・関谷直也・森康俊・田村和人・森岡千穂・地引泰人: 「緊急地震速報の伝え方―メディア利

用実験および映像視聴実験の結果から―」, 『災害情報』日本災害情報学会, No.5, pp.40-45, 2007 年.  

三上俊治・田中淳・中村功・中森広道・関谷直也・田村和人・森康俊・森岡千穂・地引泰人: 「住民への防災情

報伝達システム－緊急地震速報の伝達と被害情報収集システム」, 『災害情報調査研究レポート』東京大学・

東洋大学災害情報研究会, No.11, pp.1-150, 2007 年.  

中村功・関谷直也・福田充・中森広道・仲田誠・海後宗男・森康俊・地引泰人・森岡千穂: 「原子力安全基盤調

査研究 原子力関係者からみた「原子力のリスク・コミュニケーション」, 『災害情報調査研究レポート』東京大

学・東洋大学災害情報研究会, No.10, pp.1-154, 2007 年.  

口頭発表等 

関谷直也・深澤亨・中村功: 「災害時における安否確認等情報通信の利用実態」, 情報通信学会第 23 回学会

大会, 2006.  

中村功・福田充・中森広道・関谷直也: 「2005 年 7 月千葉県北西部地震と災害通信の問題」, 日本災害情報

学会第８回学会大会, 2006.  

深澤亨・村木茂弘・木庭治夫・関谷直也・中村功・福田充・中森広道・森康俊・森岡千穂・地引泰人・廣井悠: 

「災害時の安否確認に関する情報通信の利用実態について」, 日本災害情報学会第８回学会大会, 2006.  

関谷直也: 「『環境広告と社会心理』に関する総合的研究―環境広告の変遷、表現手法、社会心理との関係

性についての実証的研究―」, 2006 年度吉田秀雄記念賞記念講演会 (財)吉田秀雄記念事業財団, 2006. 

【招待講演】  
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三上俊治・田中淳・中村功・中森広道・関谷直也・田村和人・森康俊・森岡千穂・地引泰人: 「住民等への防災

情報伝達システム」, 大都市大震災軽減化特別プロジェクト Ⅳ.2 地震防災対策への反映「災害情報」 研究

成果報告, 2006.  

一一般向け講演等 

関谷直也: 「災害看護における情報活動 その価値と活動の実際」, 2006 年度全国看護セミナー 災害時にお

ける看護の役割と活動, 2006. 【招待講演】  

関谷直也: 「首都激震－通信メディアが家族を救う－」, 平成 18 年度第 5 回 KDDI 総研セミナー, 2006. 【招待

講演】  

一般向け記事・報道等 

関谷直也: 「好かれる企業の環境広告―環境広告とサステナブル」, 『環境会議』，宣伝会議, 春号, 2006 年.  

関谷直也: 「好かれる企業の環境広告―『環境に悪そうな企業』でない企業の環境コミュニケーションをさぐ

る」, 『環境会議』，宣伝会議, 秋号, 2006 年.  

関谷直也: 「新環境学 環境広告と社会心理」, 『日経エコロジー』，日経 BP 社, 12 月号, 2006 年.  

関谷直也: 「好かれる企業のＣＳＲ広告―『安全・安心』を伝えるさまざまな取り組み」, 『人間会議』，宣伝会議, 

冬号, 2006 年.  

 

辻本篤・助手 

研究テーマ(主たるもの) 

組織論 

リスクマネジメント論 

 

研究業績(2006 年度) 

 

原田隆宏・助手 

研究テーマ(主たるもの) 

Computational Mechanics 

Mainly fluid simulation.  
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若手Ｂ 18730520 
ゲーム分野における人材育成に関する研

究 

藤原正仁特任研究

員 
2,000,000 0  2,000,000    

若手Ｂ 18700077 
2 次元レガシーＧＩＳのビュー統合による 3

次元地理シミュレーション・システム 
大東 誠 助手 1,800,000 0  1,800,000    

若手スタ

ー ト ア ッ

プ 

18800012 
ユビキタス・アクセス・ネットワーク・アーキ

テクチャの研究 
中尾 彰宏  助教授 1,350,000 0  1,350,000    

研究成果

データベ

ース 

188049 
データベース 20 世紀・21 世紀年表（研究

成果公開促進費） 
田中 明彦 教授 6,400,000 0  6,400,000    

特定領域 18049073 
情報爆発に対応する新 IT 基盤研究支援プ

ラットホームの構築 
須藤 修 教授 5,000,000 0  5,000,000  

国立情報学研

究所安達淳代

表の分担 

基盤 A 17200015 
鶏の形態嗜好に関する日本とタイの多面的

比較感性モデル 
池内 克史 教授 450,000 0  450,000  

札幌市立大学 

原田昭代表の

分担 

基盤Ｂ   17330112 
ジャーナリズム構築力の周縁からの形成を

めざすジャーナリスト教育の研究開発    
林 香里 助教授 1,800,000 0  1,800,000  

早稲田大学 

花田達朗代表

の分担 

基盤Ｂ   18360286 
「聴く建築」，音の景相に基づいた新たな空

間設計手法の立案に向けた研究 
河口  洋一郎 教授 325,000 0  325,000  

東京芸術大学 

北川原温代表

の分担 

基盤Ｃ   18630003 
「グラフィクスの新地平へのブレークスル

ー」に関する企画調査 
山口 泰 教授 280,000 0  280,000  

東京工業大学 

中嶋正之代表

の分担 

    小計 36 件 129,205,000 13,320,000  142,525,000    

特別研究

奨励費 
  

  
14 件 13,300,000 0  13,300,000    

    000,528,551  000,023,31 000,505,241 件05 計    
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